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平 成 2 5 年 第 ６ 回

沖縄県議会（定例会）

閉 会 中 継 続 審 査

開会の日時、場所

平成25年10月16日（水曜日）

午前10時２分開会

第１委員会室

出席委員

委員長 上 原 章君

副委員長 砂 川 利 勝君

委 員 座喜味 一 幸君 翁 長 政 俊君

仲 村 未 央さん 崎 山 嗣 幸君委 員

玉 城 満君 瑞慶覧 功君委 員

玉 城 ノブ子さん 儀 間 光 秀君委 員

説明のため出席した者の職、氏名

山 城 毅君農 林 水 産 部 長

農 業 振 興 統 括 監 大 城 健君

農 林 水 産 総 務 課 長 長 嶺 豊君

農林水産総務課副参事 泉 強君

流 通 政 策 課 長 宜野座 葵君

農 政 経 済 課 長 仲 村 剛君

糖 業 農 産 課 長 竹ノ内 昭 一君

畜 産 課 長 安 里 左知子さん

村 づ く り 計 画 課 長 新 城 治君

森 林 緑 地 課 長 謝名堂 聡君

水 産 課 長 新 里 勝 也君

漁 港 漁 場 課 長 安 里 和 政君

労 働 委 員 会 事 務 局 長 真栄城 香代子さん

本日の委員会に付した事件

１ 平成24年度沖縄県一般会計決算平成 25 年

第６回議会 の認定について（農林水産部及

認定第１号 び労働委員会所管分）

平成 25 年 平成24年度沖縄県農業改良資金２

第６回議会 特別会計決算の認定について

認定第２号

平成 25 年 平成24年度沖縄県沿岸漁業改善３

第６回議会 資金特別会計決算の認定につい

認定第９号 て

平成 25 年 平成24年度沖縄県中央卸売市場４

第６回議会 事業特別会計決算の認定につい

認定第10号 て

平成 25 年 平成24年度沖縄県林業改善資金５

第６回議会 特別会計決算の認定について

認定第11号

3 4ii
ただいまから経済労働委員会を開○上原章委員長

会いたします。

本委員会所管事務調査事件、本委員会の所管事務

に係る決算事項の調査に係る平成25年第６回議会認

定第１号、同認定第２号及び同認定第９号から同認

定第11号までの決算５件の調査を一括して議題とい

たします。

本日の説明員として、農林水産部長及び労働委員

会事務局長の出席を求めております。

まず初めに、農林水産部長から農林水産部関係決

算の概要の説明を求めます。

山城毅農林水産部長。

それでは、農林水産部関係○山城毅農林水産部長

の平成24年度歳入歳出決算について、その概要を御

説明いたします。

お手元にお配りしております平成24年度沖縄県歳

入歳出決算説明資料により御説明いたします。

１ページをお開きください。

農林水産部における一般会計及び特別会計の歳入

の決算状況の総括表となっております。

一般会計及び特別会計の歳入の合計は、表頭の中

ほどのＡ欄になりますが 予算現額661億8688万7548、

円に対し、調定額398億281万5168円、収入済額390

億9458万3227円、収入未済額７億823万1941円で、

調定額に対する収入済額の割合である収入比率は

98.2％となっております。

２ページをお開きください。

農林水産部における一般会計及び特別会計の歳出

の決算状況の総括表となっております。

一般会計及び特別会計の歳出の合計は、表頭の中

ほどのＡ欄になりますが 予算現額859億6165万6424、

円に対し、支出済額563億2398万8467円、翌年度繰

越額262億6239万3807円、不用額33億7527万4150円

となっており、予算現額に対する支出済額の割合で

ある執行率は65.5％となっております。

３ページをお開きください。

経済労働委員会記録（第１号）
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最初に、一般会計の歳入歳出決算について御説明

いたします。

農林水産部所管の歳入は （款）分担金及び負担、

金 （款）使用料及び手数料 （款）国庫支出金、４、 、

、（ ） 、（ ） 、ページになりますが 款 財産収入 款 繰入金

５ページになりますが （款）諸収入 （款）県債と、 、

なっております。

３ページに戻りまして、歳入の合計は、表頭の中

ほどのＡ欄になりますが、予算現額656億6513万548

円に対し、調定額374億9024万3548円、収入済額374

億6613万9800円、収入未済額2410万3748円で、収入

比率は99.9％となっております。

収入未済額について、主なものを御説明いたしま

す。

５ページをお開きください。

（款）諸収入の2259万1779円でございますが、こ

れは、主に県発注の土木一式工事の談合に係る損害

賠償金によるものでございます。

６ページをお開きください。

次に、歳出について御説明いたします。

農林水産部所管の歳出は、表頭の中ほどのＡ欄に

なりますが、予算現額854億3989万9424円に対し、

支出済額558億4037万703円 翌年度繰越額262億6239、

万3807円、不用額33億3713万4914円となっており、

執行率は65.4％となっております。

そのうち翌年度繰越額の内訳を予算科目の（項）

別に申し上げますと、まず （款）農林水産業費の、

（項）農業費67億4399万6200円 （項）畜産業費７、

億2080万6166円、７ページになりますが （項）農、

地費100億6600万7766円 項 林業費16億9767万6035、（ ）

円 項 水産業費65億3641万4690円 次に ８ペー、（ ） 、 、

ジになりますが （款）災害復旧費の（項）農林水、

産施設災害復旧費４億9749万2950円となっておりま

す。

翌年度繰越額の主な理由は、国の経済対策への対

応や設計調整のおくれ等によるものであります。

６ページに戻りまして、次に、不用額の内訳を予

算科目の（項）別に申し上げます。

款 農林水産業費の 項 農業費13億9907万724（ ） （ ）

円 （項）畜産業費１億1692万3884円、７ページに、

なりますが （項）農地費３億8681万7110円 （項）、 、

林業費１億429万5554円 項 水産業費３億93万6938、（ ）

、 、（ ） （ ）円 ８ページになりますが 款 災害復旧費の 項

農林水産施設災害復旧費８億3946万2453円 （款）、

総務費の（項）企画費１億8962万8251円となってお

ります。

不用額の主な理由は、沖縄振興特別推進交付金に

おける執行残に伴う不用及び災害の発生が見込みよ

り少なかったことによる災害復旧費の不用等であり

ます。

以上、一般会計歳入歳出決算の概要を御説明いた

しました。

９ページをお開きください。

次に、農林水産部の所管する特別会計の歳入歳出

決算の概要について御説明いたします。

まず、農業改良資金特別会計について御説明いた

します。

歳入につきましては、予算現額9704万7000円に対

し、調定額９億3616万5141円、収入済額３億7159万

4006円、収入未済額５億6457万1135円、収入比率は

39.7％となっております。

、 、収入未済額の内容は 借受者の経営不振等により

貸付金元利収入が未収入となったもの等でありま

す。

10ページをお開きください。

歳出につきましては、予算現額9704万7000円に対

、 、 、し 支出済額8678万3929円 不用額1026万3071円で

執行率は89.4％となっております。

不用額の主な理由は、貸付実績が事業計画を下

回ったことによるものであります。

11ページをお開きください。

次に、沿岸漁業改善資金特別会計について御説明

いたします。

歳入につきましては、予算現額2892万4000円に対

し、調定額８億9859万7276円、収入済額８億3646万

2105円 収入未済額6213万5171円で 収入比率は93.1、 、

％となっております。

、 、収入未済額の内容は 借受者の経営不振等により

貸付金元利収入が未収入となったもの等でありま

す。

12ページをお開きください。

歳出につきましては、予算現額2892万4000円に対

し、支出済額2757万922円、不用額135万3078円で、

執行率は95.3％となっております。

不用額の主な理由は、貸付実績が事業計画を下

回ったことによるものであります。

13ページをお開きください。

次に、中央卸売市場事業特別会計について御説明

いたします。

歳入につきましては、予算現額３億7996万6000円

に対し 調定額３億8404万4706円 収入済額３億7394、 、

万7347円、収入未済額1009万7359円で、収入比率は
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97.4％となっております。

収入未済額の内容は、施設使用料及び雑入におけ

る実費徴収金であります。

14ページをお開きください。

歳出につきましては、予算現額３億7996万6000円

に対し、支出済額３億6030万2328円、不用額1966万

3672円で、執行率は94.8％となっております。

不用額が生じた理由は、人事異動による職員費の

減等によるものであります。

15ページをお開きください。

次に、林業改善資金特別会計について御説明いた

します。

歳入につきましては、予算現額1582万円に対し、

調定額9376万4497円、収入済額4643万9969円、収入

未済額4732万4528円で、収入比率は49.5％となって

おります。

、 、収入未済額の内容は 借受者の経営不振等により

貸付金元利収入が未収入となったもの等でありま

す。

16ページをお開きください。

歳出につきましては、予算現額1582万円に対し、

支出済額896万585円、不用額685万9415円で、執行

率は56.6％となっております。

不用額の主な理由は、貸付実績が事業計画を下

回ったことによるものであります。

以上、農林水産部関係の平成24年度一般会計及び

特別会計の決算の概要を御説明いたしました。

御審査のほど、よろしくお願いいたします。

農林水産部長の説明は終わりまし○上原章委員長

た。

次に、労働委員会事務局長から労働委員会事務局

関係決算の概要の説明を求めます。

真栄城香代子参事監兼労働委員会事務局長。

平成○真栄城香代子参事監兼労働委員会事務局長

24年度一般会計決算における労働委員会所管の決算

の概要につきまして、お手元に配付してございます

平成24年度沖縄県歳入歳出決算説明資料に基づき御

説明申し上げます。

労働委員会には歳入はございません。

歳出決算につきましては、予算現額１億3522万円

に対し、支出済額は１億2951万5891円で、執行率は

95.8％でございます。

支出の主な内容といたしましては、委員の報酬や

費用弁償等の委員会の運営費並びに事務局職員の給

与や旅費のほか、需用費や役務費等の事務局の運営

費でございます。

不用額は570万4109円で、その主な内容は、人件

費及び物件費の執行残による不用であります。

なお、参考までに性質別区分で申し上げますと、

人件費が96.0％、１億2427万1742円。物件費が3.8

％、176万6851円となっております。

以上でございます。御審査のほど、よろしくお願

いいたします。

労働委員会事務局長の説明は終わ○上原章委員長

りました。

これより質疑を行いますが、本日の質疑につきま

しては、決算議案の審査等に関する基本的事項に

従って行うことにいたします。

なお、委員長の質疑の持ち時間については、決算

特別委員会の運営に準じて譲渡しないことにいたし

ます。

質疑及び答弁に当たっては、その都度委員長の許

可を得てから、重複することがないように簡潔に発

言するよう御協力をお願いいたします。

また、質疑に際しては、あらかじめ引用する決算

資料の名称、ページ及び事業名等を告げた上で、質

疑を行うよう御協力をお願いいたします。

なお、答弁に当たっては、総括的、政策的な質疑

に対しては部局長が行い、それ以外はできるだけ担

当課長等の補助答弁者が行うこととしたいと存じま

すので、委員及び執行部の皆さんの御協力をお願い

いたします。

さらに、課長等補助答弁者が答弁を行う際は、あ

らかじめ職、氏名を告げてください。

それでは、これより直ちに各決算に対する質疑を

行います。

砂川利勝委員。

それでは質疑させてください。○砂川利勝委員

まず、65％の実施ということで、大きな金額です

ね。何が一番かかったのか、教えてもらえますか。

どの事業が執行されなかったのか。大きなものだけ

でいいですよ。

今回の執行率65％の大○長嶺豊農林水産総務課長

きな要因としましては、先ほど農林水産部長から主

に国の経済対策ということがございましたが、１つ

には、製糖施設近代化緊急対策事業、水産生産基盤

整備事業、水産流通基盤整備事業等、２月補正で対

応した経済緊急対策事業につきまして、その大半が

繰り越されたということです。

２月でなかなかそう一気にできる○砂川利勝委員

わけはないとは思うのですが、きのうの決算の中で

も、事業がたくさんあり過ぎてなかなか消化できな
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いという内容の説明があったのですが、努力をして

少しでも前に行くようにお願いしたいと思います。

農林水産物流不利性解消事業の結果、どれくらい

の予算が執行されたのか、答弁を求めたいです。

農林水産物流通不利性解消○山城毅農林水産部長

事業につきましては、平成24年度においては、出荷

団体が71団体ございまして、12億4692万6000円の補

助金を交付してございます。

12億円ということは、当初予算は○砂川利勝委員

どれだけあったのですか。

当初予算、まず36億1170○宜野座葵流通政策課長

万1000円ございました。期間が短くなったことと、

単価の見直しを行いまして、11月補正で18億2167万

円の減額補正をしました。最終的な予算額としまし

ては17億9002万3000円となっております。

17億円で、予算執行したのが12億○砂川利勝委員

円ですよね。何であと５億円はできなかったのです

か。

最終的な交付決定は17億○宜野座葵流通政策課長

273万5000円行ったのですが、さらに事業者の変更

申請を行いまして、３月19日に２億3034万5000円の

減額の交付決定をしております。最終的な交付決定

額14億7239万円に対しまして、実績が12億4692万

6000円となったところであります。

手続上の問題があったのか。ある○砂川利勝委員

程度試算をされていて、それでもまだ２億円の残が

出ていますよね。何か問題があるのですか。

この要因は、８月から９○宜野座葵流通政策課長

月にかけて大型で非常に強い台風の襲来が相次ぎ、

農林水産物や生産施設に被害が生じたため、出荷団

体の県外出荷実績が計画よりも縮小したことと、夏

季におきましては主要品目である菊が出荷のピーク

の彼岸期に県外出荷で価格が低迷したため、出荷を

停止した団体もあったというのが主な要因でありま

す。

農家の農林水産物流不利性解消事○砂川利勝委員

業は本当にいい評価が出ています。より多くの、一

つでも多くの団体がそれを受けられるように、皆さ

んのお手伝いも多分必要だと思いますので、ぜひ頑

張っていただければと思っております。

新しい品目が追加されるのか、されないのか、今

後の展開をお聞かせください。

追加品目についても我々の○山城毅農林水産部長

一つの課題として受け取っておりまして、対象品目

の見直し等については、県としては、各圏域の状況

も踏まえながら、品目の見直しを検討しているとこ

ろでございます。引き続き平成24年度の事業効果も

検証しながら、その検証結果を踏まえつつ、補助対

象品目の見直しについて、関係部署あるいは国等と

協議していきたい。現在協議中ですが、今後とも引

き続き、粘り強く協議していきたいと考えておりま

す。

公正公平にいろいろな品目が挙○砂川利勝委員

がっていくのは私は当然だと思います。より多くの

品目を認めていただいて、農家の支援ですね。今、

言われているＴＰＰを含めていろいろなことがある

と思うのですが、やはり強い農家というか、農家の

経営に対して踏み込んで、農林水産部長がまた国と

の折衝を含めて、品目を必ず挙げていただきたい。

要綱の中に知事の認めるものというのも多分あった

と思うのですが、そういった中で、やはり知事とも

連携をしながら、しっかりと農家の声を酌み取って

いただきたいなと思います。お願いいたします。

もう一点なのですが、鹿児島県、熊本県、本土ま

での輸送費ということで試算をされているのです

が、今、漁業者も、農家も、県内の補助を認めてい

ただけないかという話があります。この辺はどうで

すか。

県内補助につきまして○宜野座葵流通政策課長

は、現在宮古島市と与那国町では、離島から本島ま

での生鮮水産物の航空輸送費に対して補助を行う事

業を計画しておりまして、現在市町村課を窓口に国

と調整をしているところであります。早期の交付決

定を目指して取り組んでいるということであります

から、その結果を踏まえて検討されていくべきかと

思っています。

では、これは市町村負担という考○砂川利勝委員

え方ですか。

そのとおりであります。○宜野座葵流通政策課長

これも相当要望がありますので、○砂川利勝委員

対応方、ぜひよろしくお願いします。

輸送に関連してですが、この間の委員会でもパイ

ナップルの滞貨があった、積まれなかったというこ

とでいろいろ話がありました。全日本空輸株式会社

が中型機を飛ばしていただけるという話もいろいろ

ありますので、そこら辺、来年度の課題として積み

残しが絶対に起こらないような対応をお願いしたい

と思いますので、所見をお聞かせください。

パインとか、特に八重山に○山城毅農林水産部長

ついては、以前、パインとマンゴーの滞貨、積み残

しが結構ございました。そのときに、生産者、流通

団体、輸送関係、航空関係、船会社を含めて移出対
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策の協議会を設置してございますので、毎年６月ご

ろにはどのくらい出るかという見込み調査もしてご

ざいます。それにあわせて、その中で積み残しがな

いように、連携しながら、また今後とも取り組んで

いきたいと思います。

私は、協議会がきっちり運営され○砂川利勝委員

て、実効性を発揮してもらいたい。ただ、今回、そ

ういう事態が起きたということは、農家から相当の

、 。クレームがありましたので ぜひそれはないように

今、所見も聞きましたので、協議会との連携、それ

から、県がまた主導をとっていただいて、しっかり

やっていただければと思っています。

、 。次に 共済加入についてお伺いしたいと思います

資材に対する支援ということで事業は展開したかと

思われます。共済の加入率はどのようになっている

のか、答弁してください。

等の支援をもちま○竹ノ内昭一糖業農産課長 資材

して、一定の効果があらわれてきております。具体

、 、的にはサトウキビ いわゆる畑作物につきましては

従前４割前後で推移していたものが、ほぼ５割の水

準まで加入率が向上してきております。また、園芸

施設共済につきましても、サトウキビほど数字とし

ては大きくはありませんが、確実に加入率が上昇し

てきているという状況にございます。

ぜひ、継続事業としてやっていた○砂川利勝委員

だいて、やはり農家所得をしっかり守るという点か

ら、今後も続けていただきたいと思います。

次に、軽油の免税措置ということでいろいろ打ち

合わせをしたのですが、これはしっかり国の税制の

中で恩典を受けられる、資料作成すれば受けられる

という話は聞いています。これは法律ですので、な

かなか踏み込めないところはあると思うのですが、

やはりアイデアですね。高齢者の方々はなかなか数

量等の把握ができなくて、いろいろ困っているとこ

ろもあるのです。ただ、国と協議をしてもらって、

やはり農家の生産を上げるためにそういう優遇税制

がされていると思いますので、より使い勝手のいい

ように対応していただきたいと思います。これは要

望です。

次に、これは通告していませんが、石垣市におけ

る土地改良ですね 国営 県営を含めて今後どうなっ。 、

ていくのか、お聞かせください。

八重山郡における予算状況○山城毅農林水産部長

なのですが、平成24年度農業農村整備事業の関係予

算で、国営、県営団体事業を含めて約38億2000万円

となってございます。平成25年度予算につきまして

は約40億円となっておりまして、平成26年度は約35

億円の事業予算を国に要望しているところでござい

ます。特に、平成26年度から国営の石垣島地区が事

業着工を予定しており、約４億4000万円の予算を要

求していると聞いてございます。

国営も含めて、県営はどうなりま○砂川利勝委員

すか。

今、農林水産部長から○新城治村づくり計画課長

説明があったように、平成24年度に38億2000万円、

平成25年度が40億円となっています。平成26年度か

ら国営が新たに入って、国営で４億4000万円となっ

ています。県営とか、また団体に関しても、国営の

関連事業として位置づけられていますので、相応の

予算を今後つけていく予定です。

今後ということは、来年度という○砂川利勝委員

考え方でいいですか。

国営事業として関連事○新城治村づくり計画課長

業に約480億円の予算を計上しております。その内

訳としては、県営事業が13地区で約336億円、団体

事業に関しては25地区で144億円を予定しておりま

す。

ぜひ、いい方向に話を持っていっ○砂川利勝委員

ていただければと思っております。

次に、日台漁業取り決めについてです。この間、

新聞で高良副知事がお会いしたという話を聞いたの

ですが、進 、見通し、どうなっていくのか、その

辺を聞かせてください。

去る10月10日に沖縄県日台○山城毅農林水産部長

・日中漁業問題対策等漁業者協議会を開催いたしま

した。その中では、操業ルールについて皆さんの意

思統一をしようということをそのときに決めまし

、 。て これをこれから水産庁に投げかけしていきます

、 、 、水産庁では そこで操業しているのは 宮崎県とか

鹿児島県とか、九州の皆さんもいますので、そこに

沖縄県の案を提示して、そこの意見、意向も踏まえ

て、日本側の案として水産庁で取りまとめていくと

いうことです。11月に向けて、漁業者間の協議会を

踏まえて沖縄県日台・日中漁業問題対策等漁業者協

議会に持っていくというスケジュール、段取りで

やっているところでございます。

来年に向けての操業を含めて早急○砂川利勝委員

な対応を求められると思うのですが、ぜひ漁業協同

組合としっかり連携をとって、ある程度魚民の安全

確保、そして水揚げが下がらないように対応してい

ただければと思いますので、よろしくお願いいたし

ます。
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次に、これまた新聞報道がありましたが、県の統

合がありますよね。９部制案、これは農林水産部は

どんな状況になっているのですか。

現在県においては、沖縄21○山城毅農林水産部長

世紀ビジョンで掲げる将来像の実現に向けて、同基

本計画に沿った組織のあり方について検討を行って

。 、いるところでございます 農林水産部としましては

沖縄21世紀農林水産業振興計画の効率的、効果的な

施策推進を図るため、平成26年度の組織体制につい

て、関係部署等と調整を行い、検討を進めていると

ころでございます。

私が聞いているのは、農林水産部○砂川利勝委員

の中で統合があるかということを聞いているのです

が、どうなのですか。

行政管理課からの提案に対○山城毅農林水産部長

して、農林水産部でまた回答するような手続を今踏

んでいるところでございますので、それが決定して

いるということではございません。今、調整中とい

うことでお願いしたいと思います。

まあ、しゃべりにくいところもあ○砂川利勝委員

。 、 、 、るかと思うのですが ただ 農業 水産業を含めて

やはり沖縄県にはなくてはならないものなのです。

特になくてはならないものだと私は思っていますの

、 。で 私は統合はやらないほうがいいと思っています

それがなくなることによって衰退していくと思って

います。いろいろな島、いろいろな地区、そこに弊

害が生まれると私は思っていますので、その辺は

しっかりと対応してください。

水産業ということで少し聞かせてください。八重

山では今、ヤイトハタの種苗はもう多分水産課はし

ていないと思うのです。今は別の栽培をされている

と思うのですが、タマカイだったかな。現状はどう

ですか。

八重山の沖縄県水産海洋技術○新里勝也水産課長

センター石垣支所において、これもハタ類の一種な

のですが、タマカイという大型のハタ類の養殖技術

の開発を新しく行っております。現時点では、まだ

親魚、親から卵をとる技術を開発している段階と聞

いています。

最後に、１点だけお願いします。○砂川利勝委員

きのうの決算特別委員会でもあったのですが、手続

をされずに契約がされたとか、予定価格調書を作成

されたというのが平成24年度沖縄県歳入歳出決算審

査意見書の中にあったのですが、農林水産部でもあ

りましたか。

定期監査で農林水産部○長嶺豊農林水産総務課長

の指摘がございましたのは、支出負担行為がおくれ

ているのではないかという指摘と給与の過払い等を

。 。 、是正しなさいと これは是正をしております あと

建物の防火体制とか、その辺を指摘されたところで

す。基本的には単純ミスが多くて、その辺をしっか

り指導していきたいと考えております。

初歩的なことだと思いますので、○砂川利勝委員

また来年度も指摘されないようにしっかり取り組ん

でいただければと思います。

ありがとうございました。終わります。

座喜味一幸委員。○上原章委員長

まず、沖縄振興一括交付金、国○座喜味一幸委員

の経済対策関連事業等の予算につきまして、執行で

大変御苦労いただいておりますが、そう言いながら

も、中身を見ますと、やはりハード部門等について

の執行が非常に悪いということなのです。現状、人

材を含めていろいろな調達に現場は非常に苦労して

いると聞くのですが、その辺の予算執行していく上

での取り組みは。

農林水産部については、国○山城毅農林水産部長

の緊急経済対策関連事業、沖縄振興特別推進交付金

及び沖縄振興公共投資交付金とかなり予算を増額し

ておりまして、これらについては各課あるいは出先

機関で執行ができるように、所属長、担当者を含め

て連携しながら、しっかり執行できる体制を整えな

がらやっているところでございます。農林水産部に

おいても、執行状況をしっかり確認しながら―課題

等はないかどうか、おくれ等はないかどうか、確認

しながら進めているところでございます。

現場での具体的な―いろいろな○座喜味一幸委員

課題を単刀直入に申し上げますと、判断が非常に遅

い、契約等の事務手続が順調に進まない等、それに

伴って工期が延びて現場代理人が拘束される等の問

題があって、なかなか利益が上がらない、事業が進

まない等の具体的なものがあるわけです。それはや

はり、長い間、公共事業が落ち込んで、結局技術屋

が少なくなった、それに予算がついたという意味で

は、私は相当な組織的な課題があると思っているの

です。現に技術職のポストに事務職のポストが張り

ついたりしていると思うのですが、県全体で主たる

技術屋のポストに事務職を含めて、充当されている

数字とかは押さえていますか。

ハード関係の業務について○山城毅農林水産部長

申し上げますと、190名のうちの30名程度が配置さ

れているという状況でございます。

実態としてこういうことが―今○座喜味一幸委員
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後もし予算が確実に年度レベルで確保されていった

場合には、非常に執行体制が弱い。そういう意味で

は、人材の育成ということと、民間の活力、技術を

活用していくということは非常に重要になってくる

と思うのです。ここ２年ぐらいになるのですが、な

かなか動いていないのではないのか。そういう意味

では、私は土木建築部も共通の課題を抱えていると

思うのですが、ある程度しっかりと方針を示せない

と、この執行残、繰り越しというものは今後も改善

されない、事業の質の向上につながらないと思って

いるのです。これは根本的に対策を立てる必要があ

ると思うのですが、農林水産部長、いかがでしょう

か。

委員おっしゃるとおり、人○山城毅農林水産部長

材の育成というのが大変重要な事項だと考えており

ますし、採用するときの土木職の採用とか、いろい

ろあろうかと思う部分もございます。土木建築部も

同様の悩みがあろうかと思いますので、そことタッ

グを組んで、連携しながらやっていくことが１つ。

それと今、内部では、いわゆる人材育成に向けて研

修をしながら、資質向上に取り組んでいる状況でご

ざいます。

ぜひこれは深刻に、早急に取り○座喜味一幸委員

組んでいただきたいと思います。

もう一つ、基金について伺いたいのですが、基金

関係は特別会計に計上されていない。どうも我々沖

縄県の予算にも計上されない基金があるのかという

感じがして、例えばサトウキビの増産に係る基金、

畜産振興に係る基金、沖縄漁業振興に係る基金等が

あるように……。国から直接各団体に行っているの

か。そういう主要な、しかも、大規模な基金がある

のに、どうも沖縄県行政が直接に把握できていない

と少し思うのです。例えば、畜産振興基金について

経緯と額と事業計画を教えてください。

畜産振興基金につきまして○安里左知子畜産課長

は、公益財団法人沖縄県畜産振興公社に造成されて

。 、いる105億円があります この基金につきましては

沖縄食肉価格安定等特別対策事業ということで、県

と国と公社の３者で協議し、この105億円を取り崩

しまして、平成23年度から平成27年度までの５年間

で畜産の振興に係る食肉生産基盤の飛躍的な改善を

図る目的で活用していくこととなっております。こ

、 、の内容につきましては いろいろ事業を組みまして

希望する団体等とも調整し、国とも要領、要綱の作

、 、 。成を含め 執行の予定 計画がつくられております

例えば今度、石垣で国際基準に○座喜味一幸委員

合うような衛生管理ができる食肉センターが整備さ

れると聞いているのですが、これもこの基金から出

ておられるのですか。

今委員のおっしゃるとお○安里左知子畜産課長

り、石垣市における食肉処理施設の整備は、この沖

縄食肉価格安定等特別対策事業で行っております。

このほかにもアジアに向けた和○座喜味一幸委員

牛だとか、アグーだとか、ハブ貨物に乗っているの

、 、 、ですが そのほかに全体として そういう衛生管理

外国で通用する、認められる施設の整備、あるいは

予算は今後どれだけ残っていて、今後どういうこと

をしようとしているのか、計画があったら教えてく

ださい。

この基金を活用しての食肉○安里左知子畜産課長

処理施設の整備は、宮古島市の食肉処理施設の整備

を検討しているところです。これにつきましては、

まだ具体的な計画が上がってきておりませんので、

海外に輸出できるかどうかはまだ決定しておりませ

ん。

この辺の金の流れなのですが、○座喜味一幸委員

企画指導、予算の執行は沖縄県を通るのか、それと

、 。も国から直接なのか その辺はどうなっていますか

計画、執行状況の確認は沖○安里左知子畜産課長

縄県で行っておりますが、この基金は公益財団法人

沖縄県畜産振興公社にありますので、公益財団法人

沖縄県畜産振興公社で執行しています。

それと関連して、沖縄県漁業振○座喜味一幸委員

興基金というものもございますか。それについても

概要と額とを教えてくれますか。

漁業関係では、公益財団法人○新里勝也水産課長

沖縄県漁業振興基金という法人がございます。この

法人は 戦後 そして復帰までの間 米軍演習によっ、 、 、

て漁業に被害をこうむったことに対して、漁業者が

国にいろいろ交渉した結果、国から特別支出金とい

うことで30億円を拠出して、設立されている基金で

。 。ございます 沖縄県も9000万円出資してございます

現在行っている事業内容としましては、例えば、青

少年交流大会への支援ですとか、沖縄県のつくり・

育てる（栽培）漁業、放流活動への支援、あるいは

近代化資金融資に対する利子補給等、漁業振興に資

する事業について支援を行っている団体でございま

す。

せっかく燃油高騰の問題をやっ○座喜味一幸委員

て―非常に燃費が高いので、ウミンチュが操業を控

えているという現状があるのですが、こういう燃油

高騰に対する支援と、そういうきめ細やかな利用、
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活用ということはできないのでしょうか。

当該基金としまして、漁家の○新里勝也水産課長

経営安定のための事業ももちろん行っているところ

ですが、現時点では燃油高騰に対する取り組みは

行っておりません。この法人は、評議員会、理事会

で運営されている法人で、各漁業協同組合ですとか

沖縄県漁業協同組合連合会の代表者で組織する法人

でございますので、その中で必要に応じて検討され

るものと考えております。

私が今、漁業振興基金の話をし○座喜味一幸委員

ていますのは、要するにさとうきび増産基金、今度

干ばつ対策でしっかりと充当いただきました。畜産

振興基金についても、新たな衛生管理等を含めて食

肉センターに使われている。今の漁業振興基金も、

尖閣諸島を含めて、久米島であれば射爆撃場水域の

ああいう領域等々の操業がしにくい状況において、

私はしっかりとサポートすべきという大きな立場で

見ているのです。そういう意味において、社会的状

況が―燃油高騰で厳しいときに本当に使えていない

のは、使い勝手が悪い。逆に言うと、使い勝手がい

い状況にしていくのが私は重要だと思って、この質

。 、疑をしているのです 今出ている燃油高騰にしても

共済費事業で充当できるのはリッター何円の世界な

んですよ。リッター１円あるかないか。少し数字は

わかりませんが、そういう意味で私は、本庁のレベ

ル、行政のレベルで少し申し上げていただかないと

まずいという思いがあります。その辺はどうなので

しょうか、今の燃油高騰を含めて。

今の基金の性格だと思うの○山城毅農林水産部長

ですが、漁業振興基金については30億円の財源が

あって、それの果実で漁業者の支援をしていくとい

う性格がございます。それと、サトウキビについて

は、15億2000万円については２年間で取り崩してい

くという性格がございます。そうすると、もし今の

漁業振興基金の果実でやるときは、財源の性格上、

そんなに多くの財源があるわけではないので、それ

を今の燃油高騰に振り向けていくということについ

ては、その性質上、もう少し検討する必要があると

考えております。

従来のバブルのときの基金と全○座喜味一幸委員

然性格が変わっていて、基金というものは、ある程

度取り崩してでも効果のある事業に使う方向になっ

てきているのですよ。基金の運用益でやるなどとい

うのは、今の時点ではほとんど果実は上がらないわ

けで、それに関しては、僕はもう少し突っ込んだ議

論をしていただきたいと希望しますが。

公益財団法人沖縄県漁業振興○新里勝也水産課長

基金は、先ほど説明しましたように、果実で運営し

ている法人でございます。委員おっしゃる取り崩し

型基金は、漁業経営セーフティーネット構築事業で

燃油高騰対策として、国と漁業者が基金として積み

立てて運用されているものがございます。それは取

り崩し型として国が運用して対応しているもので、

県も今回、少し上乗せして対応しているところでご

ざいます。先ほど説明しました公益財団法人沖縄県

漁業振興基金につきましては、現在は果実運用型と

してやっていることから、その法人の中で、取り崩

してでも、現在の漁業経営―厳しい状況に対応して

いくのかどうかということについては判断されるべ

きものと考えます。

燃油高騰は今、沖縄県の軽油軽○座喜味一幸委員

減の見返りで離島への充当、小規模離島へ７円ぐら

い充当しようという動きになっているのです。現実

に漁業をしている人には燃油高騰は相当なダメージ

になっている。それをどのように支援するかという

部分においては、今の制度を活用してしっかりと対

応していく。僕は、ぜひその辺の総点検をしていた

だきたい。そういう大事な状況を支援していただき

たいという立場から質疑しましたので、よろしくお

願いします。

もう一点は農林水産、これからハブ貨物で、アジ

アに向けた大きな沖縄県の経済の活性化が動きま

す。その中で、生鮮食料品は非常に重要なシェアを

占めるようになっていて、県内からのアジアへ向け

た仕向け商品、ほとんどがナマコだとか、モズク、

アーサ含めて、ゴーヤー等入ってきている。さらに

これは加速しなければならないと思いますが、そう

いう中で今後、先ほど出しました食品衛生に関する

保証ということ。それから、トレーサビリティー、

生産地の証明。それから、私は１年ほど前にウミン

チュから上海に向けてマグロを送ろうとしたとき

に、放射能検査を求められて頓挫したという経緯を

聞いておりますが、今後、臨空、臨海を含めて、農

林水産物をアジアに向けようとしたときに、農林水

産部としてどう取り組もうとしているのか。現状と

これからの施策展開について伺いたいと思います。

農林水産物の輸送体制につ○山城毅農林水産部長

いては、現在、県内出荷団体等がやっているわけで

すが、なかなかそういうノウハウの蓄積がない、弱

いという側面もございます。加工品に比べて海外輸

出の取り組みが余り進んでいない状況がございまし

て、そのために県においては、平成24年度から海外
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販路拡大支援事業を事業化して、海外市場でのテス

トマーケティングや農林水産物のプロモーションの

強化に取り組んでいるところでございます。香港、

台湾、シンガポールを対象として、そこでの現地量

販店でのテストマーケティング、あるいは商談会、

見本市への出店、現地でのプロモーション活動、あ

るいは産地にバイヤーを招聘したりして、沖縄県の

農水産物をＰＲしていくということを現在行ってい

るところでございます。これから生鮮青果物、ある

いは水産物について、アジアに向けて―香港、台湾

等に向けて積極的に展開していきたいと考えている

ところでございます。それについては、海外展開を

やっている全日本空輸株式会社―ＡＮＡの物流もう

まく活用しながら、また、商工労働部とも連携しな

がら事業を展開しているところでございますので、

そのようにして積極的に取り組んでいきたいと考え

ております。

今おっしゃられたとおりで、大○座喜味一幸委員

変すばらしいと思いますが、実際の対応について―

ヤフーが入り、楽天が入るというような動き。その

ときに我々沖縄県内の農水産物をどのように乗せよ

うとしているのか、あるいは、そこでどういう付加

価値をつけて沖縄県という名前を売り出そうとして

いるのか、そういう取り組みについて本当に連携が

。 、とれているという姿が見えない 簡単に聞きますが

、 、今回 販路拡大の戦略でいろいろな行事をやったが

沖縄県がその事業をやった結果として、何が戦略商

品であって、今後どういう取り組みをすれば沖縄県

内の農林水産物がアジアに出るのか。その辺はどう

でしょうか。やりっ放しではだめです。

今回、生鮮物については、○山城毅農林水産部長

、 、 、芋とか ゴーヤーとか いろいろ送っておりまして

、 、 、水産物についても マグロを送ったり ウミブドウ

モズク、黒糖等を送っております。香港、台湾でも

黒糖は人気があるとか、ゴーヤーについては、いぼ

系統が違います。向こうの白い系統と沖縄県のいぼ

の緑の系統が違うという特質、黒糖についても非常

に評価が高いということも受けております。そうい

う意味では、沖縄県内でいかにブランド化して、安

定的に供給して、なおかつブランドを高めていくと

いうことが非常に重要と思っていますので、そこに

力を入れて、安定的に供給できる仕組みを考えてい

きたいと思っております。

最後にお願いがあります。本土○座喜味一幸委員

市場にだけ目を向けるのではなくして、アジアに目

を向けていただきたい。そのためには、地域内の農

水産物を集めること。最後に、ＡＮＡがチャーター

便を出してでも積み残しを受けて立つぞという話が

ありますが、沖縄県がどれだけ取り組んで、今後ど

うしたいのか。これまで何をして、これから何をし

ようとしているのか、決意を伺いたいと思います。

宮古島でも今回、台風等の○山城毅農林水産部長

影響もあって、マンゴー等の積み残しがあったとい

うことで、そこについては航空、船会社、臨時便を

出していただいたりして連携しながら乗り切ったと

ころがございます。宮古でしたら、集出荷場を一本

化して、そこの中に屠場区も含めて冷蔵庫も設置し

ますので、そういうところで保管をしながら、うま

く臨時便を活用しながら、今後とも、関係機関、団

体と連携して組み合わせて出せる仕組みに取り組ん

でいきたいと考えております。

翁長政俊委員。○上原章委員長

きのうから決算特別委員会が始○翁長政俊委員

まっておりますが、きのうは監査、そして会計管理

者の質疑をやりました。やはりそこにおいても執行

率の問題に多くの質疑が集中しました。農林水産部

についても、監査における平成24年度主要施策の成

果に関する報告書を見ているのですが、ざっと読ん

でみたら、主要な34事業中12事業がいわゆる翌年度

。 、繰り越しを出しているのですよ ひどいのになると

平成23年度の繰り越しを抱えたまま、平成24年度の

事業を行っているというのが幾つかございました。

その中で、沖縄振興一括交付金の初年度であったこ

とは理解しますが、事業がこれだけおくれて、繰り

越しが出た最大の理由は何ですか。

繰り越しの大きい要因○長嶺豊農林水産総務課長

としましては、先ほども御説明いたしましたが、国

の緊急経済対策関連事業が２月補正で措置されたこ

とがあります。これだけで100億円以上の繰り越し

になっておりますので、その辺が特に。

幾ら。正確に。○翁長政俊委員

118億5914万9000円 45○長嶺豊農林水産総務課長 、

％を占めておりまして、これがかなり大きかったと

いうことでございます。

緊急経済対策関連事業ということ○翁長政俊委員

になると、前回の緊急経済対策関連事業は373億円

ぐらい出てきましたが、これの３分の１が農林水産

部に回ってきたということですか。

沖縄県全体の緊急経済○長嶺豊農林水産総務課長

対策関連事業の額は少しわかりませんが、先ほど繰

り越した額はそっくりそのまま、118億円が農林水

産部です。
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いやいや、私が聞いているのは、○翁長政俊委員

昨年度末の緊急経済対策関連事業で沖縄県関係分に

ついては多分373億円ぐらい入ってきたのですよ。

この中の118億円を使っているということは、約３

分の１の予算を緊急経済対策関連事業に係る費用と

して農林水産部が受け取ったということになるのか

と確認をとっているのに、あなたは答弁をしていな

い。

結果としてはそういう○長嶺豊農林水産総務課長

ことになると思います。

それと 118億円中 ソフトとハー○翁長政俊委員 、 、

ドで分けるとどうなっていますか。

事業の中身としまして○長嶺豊農林水産総務課長

は、かんがい排水事業とか、製糖工場の整備とか、

基本的にはほとんどハードを整備する事業でござい

ます。

全部がハードと理解していいの。○翁長政俊委員

そういう性質のもので○長嶺豊農林水産総務課長

す。

それと、きのうの質疑で気づいた○翁長政俊委員

ことなのですが、沖縄振興一括交付金の要綱のおく

れや、事業決定のおくれで執行がおくれたというの

が監査や会計管理者の発言だったのですよ。そうい

う意味で言うと、農林水産部においては、沖縄振興

一括交付金等の活用においてのおくれはなかったと

理解してよろしいのですか。

繰り越しの大きい要因○長嶺豊農林水産総務課長

は緊急経済対策関連事業でございますが、沖縄振興

一括交付金につきましても約31億円は繰り越してお

ります。

主要事業の中身をずっと見ている○翁長政俊委員

と、地産事業であったり、災害に強い栽培施設の整

備事業についてであったり、特に県営かんがい排水

事業は96億円ついているのだが、そのうちの34億円

が繰り越しなのですよ。農地保全整備事業について

も額が大きくて、水産生産基盤整備事業（南大東漁

港の整備）についてを掘り下げて聞いてみたいので

すが、これは南大東地区、北大東地区の掘り込み漁

港の工事費が翌年度繰り越しになっているのだが、

49億7000万円中、20億8000万円が繰り越しになって

いるのですよ。これは、執行する時間が足りなくて

そうなったと理解してよろしいのですか。

国の緊急経済対策関連事○安里和政漁港漁場課長

業で、漁港漁場課の約30億円のうち、漁港―南大東

に関しましては20億円の緊急経済の補正予算を組み

ました。通常の南大東に関する当該予算が20億円ご

ざいますので、トータルで約40億円という現年度予

算になりまして、それのうち大東に関しましては補

、 。正分 約20億円を繰り越したという状況であります

これは平成25年度で全部はけます○翁長政俊委員

か。

今年度は、平成25年度予○安里和政漁港漁場課長

算と繰り越してきた約20億円で40億円がございます

ので、今のところ、補正予算分に関しましては完全

に執行しまして、平成25年度当初予算に関しまして

は若干の繰り越しが出ると考えております。執行に

関しましては努力して、できるだけ繰り越しの少な

いよう図っていきたいと考えております。

私が憂慮しているのは、政府は消○翁長政俊委員

費税を増税するという方針ですから、緊急経済対策

が多分年を明けたらすぐ出てくると思うのですよ。

この緊急経済対策は５兆円規模とか７兆円とも言わ

れているのですが、これが出てくるとまた―いわゆ

る公共事業を中心とした即効性のある対策というこ

とになると、やはりハードにほとんどの予算がつく

、 、ことになりますので これがまたひっついてくると

後が大変ですよ。そこはよく踏ん張って、せっかく

ついた予算ですから、単年度で全部はかせていく、

執行していく。そして地域経済の活性化も含めて、

しっかり頑張っていくという体制でないと、せっか

くついた緊急経済対策においてもおくれるというこ

とになると、その事業の本意が失われることになり

ますので、そこはしっかりやっていただきたいと

思っています。

もう一つ、南大東、北大東なのですが、干ばつ対

策です。ここは私ども視察に行ったときにも議論に

なったのですが、もうこういった小離島については

雨量が少ないことがはっきりしているし、干ばつ対

策は、干ばつが来ると思ったら事前に対策をする必

要があるだろうと思っています。さとうきび増産基

金についても、先手先手でそういった小離島につい

ては予算をつけていく。これは池もそうですが、降

雨量がもう絶対的に少ないのがはっきりわかってい

るのですから、そういう対策を先回りしてやること

はできないのですか。

今回、干ばつを踏まえて、○山城毅農林水産部長

確かに各地域でどういう対応ができるかということ

がありましたので、その中でうまく、基金を活用し

て対策をとるということで、その中ではかん水機材

の導入とか、散水作業委託の費用の助成とかをやっ

ております。それについては若干のおくれ等があっ

た地区もあったのですが、そこはもううまく基金を
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活用して運用しながらやっておりますので、そう

いったものについて、国とか、農業協同組合―ＪＡ

とか、沖縄県、我々集まって今回の反省点をいろい

ろと議論しています。委員おっしゃるように、どこ

にどういう課題があったかというところを整理し

て、そこがうまく運用できるように、できるところ

はうまくやっていきたいと。それは、大東であれば

点滴かん水チューブとかいろいろあろうかと思いま

、 。 、すので どういう対応ができるのか 課題としては

大型タンクがないところをどうするのか。宮古であ

ればタンクと、例えば、製糖工場とトラック組合で

事前に連携をとれていまして、オペレーターですぐ

確保できる、干ばつになったときは即対応できるよ

うな体制ができております。そういう意味では、事

、 、前にそういう体制を各地区ともつくりながら 即応

対応できるように取り組んでいきたいと考えており

ます。

さとうきび増産基金をうまく活用○翁長政俊委員

して、対応した地域もあるのですよ。私が言ってい

るのは、小離島の降雨量が少ないところは事前にそ

の対策が必要である。農家との皆さん方の話し合い

の中でも出てきたのは何かというと、いわゆるさと

うきび増産基金の活用が悪い、もっとフレキシブル

に使える方法がないのかという指摘があったから、

こういう質疑をしているのですよ。これは特に特化

した形でやることが重要だと思っているのですが、

どうでしょうか。

私が聞いているのは、南大○山城毅農林水産部長

東のほうで―向こうは点滴かん水チューブでやりま

すので、その点滴かん水チューブの切りかえは以前

国庫の事業を導入しておりまして、それの更新がで

きないかという話があったものですから、それは補

助事業の性格上どうかということを事務方で検討し

ていたわけなのですが。そこをどうすればできるか

というところを今検討しています。例えば、機能を

向上させるクオリティー機能。従来と変わった機能

性を持たせればできるのではないかということも我

々は研究していますので、そこは事前にそういうも

のを普及しながら対応していきたいと考えていま

す。

質疑を変えます。平成24年度主要○翁長政俊委員

施策の成果に関する報告書の中での畜産担い手育成

総合整備事業について。これも早期に整備を行うと

いう事業だったのですが、10億6000万円ついている

中で３億8000万円が繰り越しになっている。これも

やはり事業日数が足りないのでそうなったと理解し

てよろしいのでしょうか。

畜産担い手育成総合整備事○安里左知子畜産課長

業につきましては、いわゆる沖縄振興一括交付金で

はございませんで、通常の国庫補助事業で行ってお

ります。この事業は多地区を１年でやることもあり

まして、平成24年度は北部第２地区と宮古第３地区

を行っております。農家の集積を行うのですが、軟

弱地盤で建設、設計の見直しが行われたり、それか

ら進入道路―畜舎予定地の進入道路の賃借に時間を

要するなどもろもろの事情がありまして、繰り越し

を行ったところでございます。

今、言われたようなことは、事業○翁長政俊委員

を始める前に、調査をした後に事業に入るのではな

いのですか。そうなってくると、事業熟度に問題が

あったと私は理解しますが、そういうことでよろし

いのでしょうか。

前年度で事業の事前調査は○安里左知子畜産課長

実施しております。ただ、本当に想定外の地盤の軟

弱とか、そういうことがあったと考えております。

行政側で「想定外」という言葉は○翁長政俊委員

余り使わないほうがよいと私は思っていますので、

そこはひとつよろしくお願いいたします。

これにかかわる問題で、担い手育成して、いわゆ

るブランド牛の育成にこういったものがつながって

いくだろうと思っています。本県でブランド牛と言

われる牛は幾つあるのですか。

現在、ブランド牛と名前が○安里左知子畜産課長

出ていますのは、一番多いのが石垣牛です。それか

ら、もとぶ牛、宮古牛、おきなわ和牛、山城牛とい

、 。うことで 大体５種類のブランドと考えております

このブランド牛の定義について○翁長政俊委員

は、行政側がこれを認定しているのですか。それと

も勝手に、石垣で生まれたから石垣牛でいいという

話なのですか。

ブランド牛につきまして○安里左知子畜産課長

は、行政側の認定はありません。石垣牛につきまし

ては、ＪＡおきなわの石垣地区でこういう飼養条件

に合ったものを石垣牛と認定するということで、こ

れはＪＡの認定だったと考えております。残りにつ

きましては確認がとれておりません。

今、肉用牛をこれからもやってい○翁長政俊委員

こうという沖縄県の方針があるのですから、そこは

しっかりと行政がかかわる必要があるだろうと思う

のです。ただ産地や畜産農家で決めていいという話

ではないはずですから。石垣牛のブランドについて

はＪＡが決めているというのはどういうことです
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か。何かＪＡが決める規範みたいなものがあるので

すか、基準みたいなものが。わかる人が答えてくだ

さい。

石垣牛につきましては地域○安里左知子畜産課長

団体商標登録というものをやっております。それと

あと、沖縄県は全くかかわっていないのではなく、

拠点産地の肥育牛という考え方で、拠点産地に認定

しております。

いや、私が聞いている範囲では、○翁長政俊委員

ＪＡが出してくる飼料を食べさせないと石垣牛と認

定しないということらしいのです。それはそれでよ

ろしいのですか。

石垣牛につきましては地域○安里左知子畜産課長

、 、団体商標登録をしておりますので 石垣で生まれて

石垣の餌を食べて、石垣の屠場で屠畜した牛という

ような要綱がありますので、それにのっとっている

のだと思います。

農業協同組合の指導で、農業協同○翁長政俊委員

組合から出てくる飼料を与えないと、これは石垣牛

と認定しないということを聞いたのですが、それは

そのように理解してよろしいのですか。そうであれ

ば、地域全体の畜産振興につながりますか。

地域団体商標という○泉強農林水産総務課副参事

ものは、石垣牛についてＪＡが申請して、審査意見

書をとって、従来からずっと石垣牛としてやってき

たということで、ＪＡがその地域団体商標をお持ち

になっているということでございます。だから、そ

れ以外は石垣牛という名称を使うことができないと

いうことで、美崎牛とか、新しい名称が使われてい

るという形になると思います。

これはいろいろな問題が出ている○翁長政俊委員

のです。地域で地名を使うことが、これまでのいろ

いろな慣行で……。仮に中国がどこかの地名、名前

を使った意匠登録をしたら、これでいいという道理

と同じなのですよ。

結局、商標権を持っ○泉強農林水産総務課副参事

ているところがそれを使う許可権を持っているの

で、そちらの許諾がないと使えないという形になる

かと思います。

僕はこれで余り時間を使いたくな○翁長政俊委員

いのですが。地域団体商標登録の問題はわかります

が、石垣という一つの地域名を使って登録すること

によって、他の畜産業者がこの名前を使えないとい

うことになると、これはゆゆしき社会問題ですよ。

どうですか。

石垣牛、ＪＡで地域団体商○山城毅農林水産部長

標をとって、先ほどの飼料について―やはり統一し

たブランド化にするためには、餌についても、割合

とか、こういうものをやるということは一つあろう

かと思います。それについては、こういう餌のやり

方をしましょうという取り組みはいいかと思いま

す。ただ、それをＪＡが売るものということに対し

てはどうなのかというのと、委員がおっしゃるよう

な地域でどのようにしてそれを活用していくかとい

。 、う大変重要なこともあろうかと思います その辺は

やはりＪＡとその地域、ほかのところをどのように

するかという話し合いをしながら解決されるべきも

のなのかと思います。現在のところはＪＡで誘導し

て進めているところがあるのですが、どういう解決

策があるのか、その辺は少し検討させていただきた

いと思います。

もうこれ以上聞きません。○翁長政俊委員

もう一つは販路拡大についてなのですが、せっか

く全日本空輸株式会社あたりが入ってきて、国際物

流を扱うようになっているのです。沖縄県の物産に

ついては、流通コストの問題があってなかなか勝負

ができないという実態があって、本土から入ってく

るこういう大きな物流に乗っかって沖縄県の産品を

広げていくという戦略―企画部や商工労働部あたり

では乗っているのですが、先ほどの説明では農林水

産部は乗っかっていないのではないか。言っている

意味がわかりますか。

農林水産部としまして○宜野座葵流通政策課長

は、まず、商工労働部のノウハウも活用しながら、

加工品を中心にこれまで取り組んできました。そし

てハブ機能をうまく活用しながら、生産団体とも情

報交換し、株式会社沖縄県物産公社、公益財団法人

沖縄県産業振興公社とも連携していますし、あわせ

て一般財団法人沖縄観光コンベンションビューロー

とも連携した仕組みを協議しておりますので、引き

続きそういう体制でやっていきたいと考えていま

す。

掲示されたような言葉を読んでい○翁長政俊委員

るのですが、実態として実効性が上がるようなこと

をやってくださいよ。もうアジアに向けて物流は始

まっているのですから。これに乗っかっていく。沖

縄県産品だけでやろうとしたらコストがかかるから

できないのです。だから、向こうの物流に沖縄県の

産物を乗せていくという形をつくっていかないとう

まくいかないと私は思っています。ぜひそこは研究

されて、沖縄県産品がもっと伸びるように頑張って

ください。
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崎山嗣幸委員。○上原章委員長

まず、平成24年度歳入歳出決算説○崎山嗣幸委員

明資料農林水産部の５ページの雑入の部分の違約金

及び延納利息の件です。この項目の中で収入未済額

が2211万5000円余りあるのです。多分これは沖縄県

発注工事の談合事件による違約金の収入未済額と思

いますが、この収入未済額に関連して、当初予算の

7700万円余りの調定額が１億1000万円になって、当

。 、初予算の調定額を超えているのです これはなぜか

聞かせてください。

収入未済額の2200万円に○安里和政漁港漁場課長

つきましては、談合問題に係る違約金もしくは損害

賠償金の未済でございます。額の7000万円と１億

1000万円の違いは繰り上げ返済、要するに５カ年で

返済すると計画にあったものが前倒しで返済になっ

たということで、調定額がふえたものであります。

では、農林水産部関連で違約金が○崎山嗣幸委員

発生する企業というのか、何十社ぐらいで、当初の

額は幾らだったのか。それと、今言われたような調

定額、前倒しで入っているが、５年間で返そうとい

うことですよね。当初幾らだったのか、今どれぐら

いまで来ているか、教えてくれませんか。

当初の予定は20億7476○長嶺豊農林水産総務課長

万円でありましたが、民事調停の結果、５％相当額

ということで８億9245万円という状況でございま

す。

20億円あったのが８億円入ってい○崎山嗣幸委員

ると理解されているのですか。

８億9245万円が今後返○長嶺豊農林水産総務課長

すべき総額ということでございます。

８億円余り回収するということな○崎山嗣幸委員

のですが、その中で今年度収入未済額2211万5279円

残っているのです。この額が完納すれば、今言われ

た８億円は全部完了するということなのですか。

平成24年度の支払い済○長嶺豊農林水産総務課長

み額につきましては8849万円でございます。2177万

円が収入未済額ということでございます。

平成26年度までに、まず、平成25年度が１億481

万円返す計画でございます。平成26年度に４億1079

万円を返すという計画で今組んでいます。

今言われたように、それは平成26○崎山嗣幸委員

年度で完了するということで理解してよろしいです

ね。

さようでございます。○長嶺豊農林水産総務課長

今回の収入未済額が2200万円、要○崎山嗣幸委員

するに今年度取れなかったわけだから、今あなたが

言われた計画どおり、100％いけば完納すると思う

、 、のですが 徴収する対象の企業が仮に倒産をしたり

いろいろな事情というか、発生とかによって収入未

済に陥る可能性はありますか。

廃業状態にあって、収○長嶺豊農林水産総務課長

納ができないという状況のものが収入未済額として

上がっておりまして、ほかは全て完納されていると

いう状況で、２社がそういう状況にあります。

この収入未済額2200万円は取れな○崎山嗣幸委員

い状況になる可能性が高いということなのですか。

業者にはいろいろコン○長嶺豊農林水産総務課長

タクトもとって努力はしているのですが、そういう

廃業状態ということで、今後不納欠損処理を含めた

ことを考えていかなければいけないと思っておりま

す。

では、今答弁してもらった平成26○崎山嗣幸委員

年度までの、平成25年度１億円、平成26年度４億円

歳入見込みについては、これも含めて、そのとおり

見込めるかどうかわからないということになります

か。今言われている部分は……。

この２社以外は計画ど○長嶺豊農林水産総務課長

おり払っておりますので、それは全額充当というこ

とで我々は考えております。

違う違う。先ほど答えてもらった○崎山嗣幸委員

今回の2200万円の２社については、なかなか危ない

ので、これが不納欠損額になる可能性があるが、今

言われた平成25年度の１億円、平成26年度４億円は

順調に入る見込みを立てているということで受け

取ってよろしいか。

確実ではないですが、○長嶺豊農林水産総務課長

回収の努力はいたします。この２社以外は確実に回

収できるということで見込んでおります。

ありがとうございます。○崎山嗣幸委員

次へ行きましょう。６ページの農林水産業費につ

いてです。先ほども質疑がありましたが、執行率と

不用額の問題で、農林水産業費で執行率65.8％、繰

越率が31.4％で257億円、不用額が23億円になって

います。先ほどから言っている主な理由も聞いたの

ですが、そこはやはり前年度に比較をして、これは

今回、皆さんが説明をされた115億円の緊急経済対

策関連事業ということでありました。前年度に比べ

てもそういった繰越額と執行率が65.8％という低さ

というか、不用額が23億円あるということは前年度

に相当する額なのですか。前年度並みということな

のか。

まず、不用額について○長嶺豊農林水産総務課長
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は前年度対比約３億9403万8000円の減ということ

で、率にしまして11.6％の減となっております。繰

、 、越額につきましては 先ほどの要因もございまして

149億8203万8000円の増ということで、ふえている

状況です。

ありがとうございました。事前に○崎山嗣幸委員

その項目は資料をいただき、原因、理由はわかって

いるので、資料提供については感謝したいと思いま

す。

それから、農林水産業費の中の飼料対策について

聞きたいと思います。御承知のように、畜産飼料の

高騰は、昨年、米国のトウモロコシの高騰とか、あ

るいは４月の急激な円安によって相当上がったとい

うことで、畜産農家の経営が相当影響を受けたとい

。 、うことであります 畜産農家の影響の度合いですが

影響額というものは積算できるのですか。

全体の総額幾らということ○安里左知子畜産課長

ではなく、例としましては、肥育豚１頭当たりの要

肥育への影響額を試算しました。１頭当たりの肥育

生産費―１頭仕上げるための生産費ですが、平成24

年度は３万3300円だったものが、平成25年は３万

4550円ということで、１頭当たりの肥育豚の仕上げ

に1200円のお金がかかるようになっています。

今回起こっているのは、例えば昨○崎山嗣幸委員

年、米国のトウモロコシの減産による影響が１トン

当たり4800円影響したのではないかとか、ことし４

月の急激な金融緩和による円安の影響が3000円あっ

たのではないかということで、これは昨年から今年

度と比べて9000円余り上昇して、今言ったような畜

産農家に対して現在は６万6050円にはね上がってい

るのではないかという情報なのです。そのことに

よって畜産農家の経営に影響を与えて、これではも

うやっていけないのではないかということで悲鳴を

上げているという状況を聞いたのです。この辺は皆

さんが捉えている実態と、畜産農家に対するこの上

昇による影響、被害というのか、損害というのか、

把握していますかということが聞きたいのです。

今回の値上げに関しまし○安里左知子畜産課長

て、昨年度のアメリカにおけるトウモロコシの不作

であったり、急激な円安だったりということがいろ

いろかかわりまして、本当に配合飼料及び粗飼料の

値上がりがありました。それで、畜産課としまして

は、生産費とか、いろいろ計算しまして、今回の９

月補正で飼料高騰に係る補正予算を計上したところ

です。

補正の意見も後でまた聞こうと思○崎山嗣幸委員

いますが、従来というのか、今言っている上昇分な

のか、そういった補塡は基金からそれなりにあった

のですか、従前の。

配合飼料につきましては、○安里左知子畜産課長

配合飼料価格安定基金制度というのがありまして、

これにつきましては国の制度ですので、国の計算に

、 。 、より 補塡金がずっと発動されております ただし

粗飼料につきましては補助等はやっておりません。

今回の急激な円安や高騰に対する○崎山嗣幸委員

基金への充当は、私が今話をした9000円余り上昇し

ているのではないかということに対する措置はされ

ていなくて、今回補正でやられたものが初めてとい

うことでよろしいですか。

はい、そうです。○安里左知子畜産課長

では、今回の補正で措置をする、○崎山嗣幸委員

支援をするものについてお聞きしたいのですが、こ

の被害額。トータルは私はよくわかりませんが、今

上がっている上昇分というか、これだけ上がると、

確かに収益から上昇分を賄うのはとても困難な状況

だと私は思うのです。この辺の対応策として、今度

補正で出した案が１億円余りですよね。この詳細に

ついて―どんな方法で皆さんへ助成しようとするの

かについて説明してくれませんか。

今回の補正の事業としては○安里左知子畜産課長

２つ組みました。１つは沖縄振興一括交付金を活用

しました養豚生産性向上緊急対策事業ということ

で、これは養豚に特化しております。あとは県単事

業で、先ほど申し上げました配合飼料価格安定基金

の積立金に対する一部補助と粗飼料に対して一部補

助という考え方をしております。

交付金事業で、今言われている部○崎山嗣幸委員

分についての一部補助によって、上昇分はどれぐら

いカバーできる積算になりますか。

今回考えていますのは、交○安里左知子畜産課長

付金活用の分は１トン当たり1600円と計算しており

ます。これは、直近の１年分とかではなく、いろい

ろ計算をしまして、過去７年間の平均と今年度の上

昇分の差額を補塡することとしております。

1600円補塡する。ここ最近、さっ○崎山嗣幸委員

き言った去年からの急激な上昇ではあるのですが、

今言った７年間の平均との差額1600円とはどういう

ことなのですか。

これは今回、畜産だけでは○安里左知子畜産課長

なく、ほかの課のやり方もいろいろ参考にさせてい

ただきながら調整をしたところです。実は、平成20

年にも非常に価格が高騰した時期がございます。こ
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の時期、これが非常に上がりまして、そのときには

こんなに大きな対策は沖縄県としては打っていませ

ん。この７年間というのは価格に波があったもので

、 、すから 単年度で見ることはできないということで

７年間ぐらいの平均値ということにしております。

私がここで聞きたいのは、先ほど○崎山嗣幸委員

去年からことしにかけての上昇分の補塡ができるか

ということです。今言っている補正の中において、

これだけ上昇している―今1600円と言われている

が、その他の基金を活用したり、生産者負担金の補

助なんかも含めて、上昇分の補塡は今回の補正の中

でどれぐらい充当されるかについて聞きたいのです

が。

今回の1600円につきまして○安里左知子畜産課長

は昨年度との比較ではなく、先ほども申し上げたよ

うに７年間の平均価格と本年度の差額を全部埋める

予定になっております。

この件は終わります。○崎山嗣幸委員

最後になりますが、水産業費について聞きたいと

思います。10月６日の日米安全保障協議会の中で、

米軍のホテル・ホテル訓練区域の一部解除の報道が

ありました。この解除区域は具体的に決まったのか

どうか、聞かせてもらいたいのですが。

先日発表されました日米安全○新里勝也水産課長

保障協議委員会、いわゆる２プラス２の共同発表の

内容についてでございますが、マスコミ等でも取り

上げられておりましたが、現時点では協議を再開し

たという情報が入っております。その当該訓練区域

について、漁業者の意向としましてはそこで操業で

きることを要望していますが、現時点ではそれが認

められたという情報はございません。

ただ、11月末までに何らかの結論を出す、そのた

めの協議が始まったということを聞いています。現

時点ではその程度の状況を得ております。

この水域というか、パヤオも相当○崎山嗣幸委員

そこにあって、漁業としては好漁場と言われている

らしいのです。この訓練区域の範囲というか、要望

している区域というか、皆さんが思っている水域が

解除される可能性はあるのですか。

現時点では「一部解除」とい○新里勝也水産課長

。 、う表現でございます それが航行できるだけなのか

そこで操業ができるのか、それについてはまだ情報

がございません。

ありがとうございました。○崎山嗣幸委員

休憩いたします。○上原章委員長

午前11時58分休憩

午後１時21分再開

再開いたします。○上原章委員長

午前に引き続き、質疑を行います。

仲村未央委員。

よろしくお願いします。○仲村未央委員

、 、まず 試験研究機関のことでお尋ねいたしますが

試験研究機関は企画部に一元化をされた。その後、

平成24年度から、また事業課、各所管課に位置づけ

られるという経過をたどっております。なぜ企画部

に一元化されたのかということが、まず１つ。その

総括がどうなって、このたび各所管にまた試験研究

機関が戻ってきたのか、その経過と検証についてお

尋ねいたします。

平成17年度に企画部に一元○山城毅農林水産部長

化されたわけなのですが、その理由としましては、

本県の地域特性を生かした産業の振興を図るという

ことと、生産性や企業のニーズに合った研究を実施

して技術移転をすることが必要と考えて、県では試

験研究評価システムを導入しております。その評価

結果を研究予算等に反映させるとともに、研究機関

相互の連携を図るため、試験研究機関を一元化した

ものでございます。

それを平成17年度にやったわけなのですが、産業

政策を担う生産現場の課題解決や行政施策と密接に

関係した試験研究を効率的、効果的に推進する上か

ら、農林水産部に移管したところでございます。ま

た、農林水産部への移管によりまして、農林水産施

策への反映や普及との連携など、一体的な運用が可

能となってきたと考えております。

ですから、企画部に一元化をされ○仲村未央委員

て、７年たってこのようにまた現場に戻されるに至

るということは、どういうことですかということで

。 、 。す これは つまり一元化したことは何だったのか

失敗だったということの結果を受けて、また各試験

研究機関がそれぞれの所管に戻されるということで

理解してよろしいですか。

試験研究機関に一元化した○山城毅農林水産部長

メリットの一つとしては、分野横断的な課題におけ

る共同研究の実施、あるいは外部資金の獲得、多様

な研究人材の育成、研究施設、機器等の効率的な執

行などがあります。もう一つには、デメリットとし

ては、産業政策との整合性や普及部門との連携が不

。 、十分だという意見もございました そういう意味で

我々のところからすると、企画部から農林水産部の

産業政策部門に戻していただいて、そこと行政と普

及、研究―現場が一体となった連携した取り組みが
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強化されるということで、今やっているところでご

ざいます。

試験研究機関を持つ意味という○仲村未央委員

か、沖縄県が試験研究をすることの意義、その最大

の目的というものはそもそも何ですか。

例えば、農林水産部であれ○山城毅農林水産部長

ば、現場の生産農家の課題、栽培の課題、技術的な

課題、あるいはブランド化に向けた課題がございま

す。それを拾い上げて、研究部門でブランド化に向

けた技術の開発をする。その技術を開発したものを

フィードバックして現場におろして、それを普及し

て、生産性を上げていくなり、ブランド化に持って

いくという意義がございます。

今まさに農林水産部長がおっしゃ○仲村未央委員

るとおりだと思うのですよ。そういう意味で、試験

研究機関が現場の所管から離れて企画部に一元化さ

れたというこの７年間の課題、そこで浮き彫りに

なったことは、まさにそこの部分が欠落して、現場

がより遠くなった。その反省で、結局は所管に戻さ

れたというような評価をすべきであろうし、沖縄県

庁全体の組織として、その反省がしっかりとないと

いけないと思うのです。そこら辺はいかがでしょう

か。

我々農林水産部としては、○山城毅農林水産部長

委員がおっしゃっているように、行政施策の方針が

十分に反映されているかどうか、それが研究テーマ

に、現場ニーズとマッチングしているかどうかとい

うことがありまして、それも不十分だったのかとい

うことは我々も見ております。それと、企画部と農

林水産部両方にまたがっているものですから、企画

部から研究センター、農林水産部から研究センター

に行くときの横の事務調整等の煩雑さから、スピー

ディーさに欠けていたところが一部あったのかとい

う反省もございます。もう一つは研究員が、現場を

大事にしていくということが―農林水産部にあった

ときには、行政と研究と普及で生産者代表と一緒に

なって常にやっていたところがあるのです。一度企

画部に行くことによって、基礎研究とかいろいろな

研究課題が出てくる中で、研究員が一部現場から研

究課題のほうに、論文とかそういったところに特化

されてしまって、現場との乖離が若干出てきたのか

、 。という反省も 確かに我々のところではございます

そういったものをなくすためにも、現場の我々農林

水産部に来ることによって一緒に連携しながら取り

組むことができたという意味では、一生懸命また頑

張っていけると考えております。

今、新しい組織ビジョンの話も、○仲村未央委員

次の定例会あたりで出るようではあるのですが、や

はり産業をそれぞれが担うという所管からすれば、

本当に現場の感覚がこの組織に本当に反映されるの

かということの課題は、このことからも、私は朝令

暮改的に組織をいじくるということはよくないので

はないのかと。特に、この７年間切り離して、その

間にどれほどの実績が上がったかという、まさにそ

れが、試験研究の成果が技術移転にいかほど実績と

してあったかということは非常に見えにくいわけで

す。その評価を一元化するといって進めた改革では

あったが、結果としてこのように戻ってきた中で、

この間の検証も十分ではないということを、企画部

からヒアリングをしていてもそこら辺は非常に感じ

ますので、戻ってきた中で、ぜひまた、研究は大事

にしていただきたいと思います。

１つ例をとって沖縄県海洋深層水研究所、これは

我々も経済労働委員会で視察に参りましたが、沖縄

県海洋深層水研究所のこれまでの主な研究成果とい

うものは何か。いわゆる技術移転として産業化をさ

れたという、その実績を示していただけますか。

沖縄県海洋深層水研究所に○山城毅農林水産部長

おきましては、クルマエビの母エビ養成技術をまず

確立しておりまして、その成果を沖縄県車海老漁業

協同組合に技術移転してございます。沖縄県車海老

漁業協同組合は平成15年からクルマエビの種苗供給

事業を開始しておりまして、クルマエビについては

ウイルスフリーの種苗を沖縄県内の生産者に提供す

ることによって、全国一の生産量も維持確保してい

るということがまず１点ございます。

また、海洋深層水を利用した海藻類の陸上養殖に

関する研究成果をもとにいたしまして、平成16年度

からウミブドウの養殖技術について、久米島海洋深

層水開発株式会社に技術移転を行っております。久

米島のウミブドウ養殖が、夏場の安定した品質と生

産により収穫量の増加が図られ、ブランド化に結び

ついているという結果が一つございます。これは今

まで技術移転したものでございますが、現在は沖縄

県産クルマエビの選抜育種―色、柄、成長のすぐれ

、 、た育種のものと クルマエビの親養成及びふ化幼生

飼育の改良試験、それから、海洋深層水を利用した

ヒトエグサの陸上養殖に関する基礎的研究、海洋深

層水を利用したアサクサノリの周年養殖実用化の試

験、海洋深層水の冷熱を利用したホウレンソウの周

年安定生産技術の高度化試験という研究を主にやっ

ているところでございます。
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今まさにおっしゃっていますが、○仲村未央委員

クルマエビとクビレヅタ―ウミブドウですね。技術

移転をしてもう久しい。今言う２つの研究は平成12

年度に始められています。そして、平成15年度、平

成16年度にはそれぞれ技術移転して、もう既に実用

化されているという分野ですよね。その後の実用化

については、海洋深層水の技術を使った部分の実際

の実業化、産業化の分野での成果がなかなかあらわ

れてこないわけですが、そこら辺は課題が非常にあ

るのではないかと感じます。それは例えば研究員の

不足なのか、施設環境なのか、このあたりの課題を

どのように考えていらっしゃいますか。

海洋深層水の研究員○泉強農林水産総務課副参事

―水産関係は今３名でやっているところではござい

ますが、クルマエビ全体で見ました場合、先ほど農

林水産部長が説明したように、本県の日本一を支え

ていると。このほかにも、クルマエビの生産率を上

げていくという考え方で母エビの養成技術というも

のもずっとやっておりますので、そういったものが

少なからずとも生かされてきているとは考えており

ます。

、 、事業化に向けて トラフグとかシラヒゲウニとか

これまでいろいろほかのものも取り組んだわけです

が、その中で技術移転ができるものという形で、ク

ルマエビとウミブドウに集約化されていると。それ

以外に農業でも冷熱を利用して、一定程度、ホウレ

ンソウの生産技術の確立というものはできておりま

す。これを経営的なレベルなり、そういう判断の中

で検討していくことが必要ということで、また次の

研究課題につなげていきたいと考えております。

なかなかすぐ、これだからこうだ○仲村未央委員

という成果が出ないからこそ、非常に難しい分野で

はあると思います。それが大事ではないということ

ではなくて、研究員が足りない話というのはどの試

。 、験研究機関へ行っても聞かれるわけです それから

現場とのミスマッチ。この間、北大東村に行ったと

きには、例えばサトウキビの普及員、研究員の中で

も、土づくりの専門はいると言ったのかな。ところ

が、サトウキビそのものの生育にかかわるような専

門家が沖縄県にはいないのですかということが直接

生産者の方からも出ていたのです。そういう意味で

は、やはり人が足りないということ、あるいは現場

の課題を拾い上げるだけの人的なもの、あるいは資

金的なもの、そのような課題が私はあるのではない

かと思って聞いているわけです。だから、別にそれ

が出てこないのを責めているわけではなくて、何が

課題かということを聞いているので、もしあればも

う一度お願いいたします。

生産現場にはいろいろな課○山城毅農林水産部長

題がございます。作目も多岐にわたっておりますの

で、その課題のどれを優先するかという、まず優先

順位をつけながらやらないといけないと思います。

全てができるという話ではなくて、ただ、それをや

るときに、研究でやるものと、普及も含めて一緒に

なって現場即応で、現場で解決できるものがありま

すので、それを分けながら研究課題に上げていくと

いう方式をとっております。そのときに、確かに研

究員の数とかというものも、多ければ多いほど確か

にいいと思いますが、ただ、組織の中で我々は適正

に配分されているところがございますので、与えら

れた今いる人材の中で、いかに効率的に効果的な研

究がなされて成果が出せるかというところを、しっ

かりと我々もフォローしながら取り組んでいきたい

と思っております。

これは、試験研究機関の課題一覧○仲村未央委員

ということで企画部が評価をやっていますよね。そ

の中で平成24年度の評価を拝見しましたところ、専

ら農業、つまり農林水産部が持っている試験研究機

関が県庁内では圧倒的に多いわけです。商工労働部

が持っている沖縄県工業技術センターの研究課題

は 新規課題化の評価がほとんどＡ判定で ほぼ100、 、

％に近いわけです。ところが、農林水産部の中では

Ｅ判定で、いわゆる課題化困難というランクがつい

ているものが非常に多い。これは現場のニーズとミ

スマッチを起こしている部分も何かあるのか、課題

の拾い方に課題があるのか それとも やろうと思っ。 、

ても今言うようなマンパワー、そもそも資源が足り

なくて、取り組めなくて課題化困難という評価にさ

れているのか。これはもう多岐にわたっていますの

で、そこはいちいちは聞けませんが、ぜひともそこ

ら辺は課題があるならあるで、しっかりとそのあた

りを皆さんから上げてこないことには、現場の技術

移転の途にたどり着かないという状況がないかとい

うことを懸念します。これは指摘をして進みます。

サトウキビですが、この間、大東島に行ったとき

に気づいたのですが、単収の差が地域によって非常

に大きいということを感じざるを得ないわけです。

この間の傾向を見ても北部が非常に単収が低い。こ

れは離島よりもむしろ低いという状況があって、そ

して宮古島が圧倒的に高い。このあたり、ずっと例

年的にこういう傾向があるのですが、そこら辺は地

域ごとに、なぜそこは高い、なぜそこは低いという
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ことを、皆さんはどのようにそれぞれの地域の課題

を把握していらっしゃるのか、お尋ねします。

北部の場合には、国頭土壌○山城毅農林水産部長

ということで保水力はあるのですが、保肥力が―痩

せているというのですか、そういった特性がござい

ます。ジャーガルの場合には、土壌が肥沃で保水力

。 、 、が強い 山原 国頭マージは酸度から言うと強酸性

酸性に近いパイナップル等、ｐＨ４から５ぐらいの

高い土壌が多いということ。島尻マージは中性の土

壌で水はけがいい、保水力に弱い。大きく分けると

そういう土壌の分布があります。あと地域によって

土層が薄い。特に、干ばつが多いところは土層が浅

いという条件、南北大東島とか伊平屋島村、糸満市

南部とか、そういう特性がございます。そこをどう

解決するかというところで、今各地域に合った対策

を練っているところであります。例えば、土壌に腐

葉土がないといったところについては堆肥をかなり

投入していく。水はけが悪いところについては更新

をして、水はけがうまくできるような土壌改良をし

ていくとか 地域に合った対策を今 考えながらやっ、 、

ていると。

あと、宮古島については、以前は土壌だけではな

くて土壌害虫がありまして、株出しができないとい

う特徴がございました。それで、土壌害虫を研究開

発、駆逐することによって株出しができて、もう一

つは水ができた。地下ダムができて、かん水ができ

るようになってきたので、そこは安定的に生産量が

確保できるようになってきた。そういう意味では、

地域に合った対策を今後やっていきたいと考えてお

ります。

生産高というか、実績の傾向とい○仲村未央委員

うのは、そういう意味では、特に土地に起因するこ

と―土地そのものが持っている強さ、弱さの中であ

、 、る程度しようがないというか その差ができるのは

対策をやってもばらつきがあるということを前提

に、投資もそれに見合うようなサトウキビ政策を進

めていると考えてよろしいのでしょうか。

さとうきび増産基金につき○山城毅農林水産部長

ましては、ソフト関係の事業として導入しています

ので、それについては各地域の課題に合った対策を

我々はやっていこうということです。例えば、土づ

くりが必要であれば堆肥を投入していく、深耕が必

要であれば深耕していく。あるいは、春品の株出し

をやるときに、株出しを管理しないといけないので

すが、そういったところの委託業務について支援し

ていくとか、その地域に合った取り組みをこの基金

でやっていこうということで進めているところござ

います。

雨が特に降らない、しかも、規模○仲村未央委員

が小さい離島というのは、雨がないことによる生産

への影響、１次産業全体への影響というものはサト

ウキビにとどまらないわけですよね。大東島の課題

は、結局土が痩せてしまっていると。ここで今、輪

作でカボチャやバレイショをやって土を少しよくし

ながらという狙いもあって回しているような話はし

ていましたが。そういう意味で、これからＴＰＰだ

と言って、それが来たら壊滅的になる云々と言って

も、もちろん雨が降らないことによる影響かもしれ

ないが、１本でいって、何か影響を受けたらもう壊

滅だということではなくて。やはり土地の多面的な

活用というか、品種にしても、作物にしても、多様

なものをつくることによる安全保障ということは、

農業の視点からも大きく図っていくところではない

かと。これは、私、この間、皆さんの陳情の回答を

見る中でも、適切な対応をしてまいりますというこ

とが一体何なのかという話はそこでとまったのです

が。結局、そういった１つに頼って、１つがだめな

ら全部だめというようなあり方、沖縄県としてはそ

この対策をすべきだろうと私は思うのです。

そういう意味で、今言うような土地の肥やし方も

含めて、あるいは本当にほかの産業との連関も、皆

さんは政策としてそれを位置づけて持っているのか

、 。ということがまだ見えないのですが いかがですか

、 、○山城毅農林水産部長 例えば 北大東村であれば

そこは島の中で土層も浅いというところで、まず基

盤整備をやりました。あと、水がないというところ

で貯水池をつくりまして、それがほぼ90％ぐらいの

貯水率できていますので、水ができてきました。あ

と、土づくりをどうするかというところで、製糖工

場からバガスが出ますので、そこで堆肥をつくって

います。それを土壌に還元する。あともう一つ、糖

蜜をうまく土壌に還元することによって改良できな

いかという試みもやっていますので、そういう総合

的な対策。もう一つは、そこにサトウキビ、10％ま

では輪作に向けてカボチャを植えて、そのカボチャ

が非常に評価された。津嘉山のカボチャを抜くぐら

いの非常にいいカボチャをつくるところまで来てい

ます。そういう意味では、総合的に、一辺倒という

か、そこを基幹にしたところでほかのものを組み合

わせてやるというのは非常に重要なことでありま

す。

あと、そういうものを地域ごとにやっていく。例
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えば、宮古島であれば、水ができたことによって、

サトウキビだけではなくして園芸部門のマンゴーが

産地で一番ふえてきていますし、もう一方ではトウ

ガン。トウガンにしても、20トン余りの単収を上げ

る方々がいます。ゴーヤーも伸びてきている。向こ

うは畜産もありますので、サトウキビプラス、畜産

プラス、園芸品目という総合的なところで我々は

やっています。そこに、もう一つは６次産業の加工

も含めて、もっと付加価値をつけて出せるような仕

組みを今後伸ばしてやっていきたいと考えていま

す。

やはりそこで出たのは、バガスだ○仲村未央委員

けでも限界があると。本来であれば、本当に畜産も

一緒に、有機的に連携できたらいいのだろうが、そ

れをやるにしても水がない。あるいは屠殺場がない

。 、 、と畜産は成り立たない また 輸送コストの問題で

肥料を入れるにも輸送コストがかかる、出すにもま

たかかる。こういった中で不利、不利、不利はずっ

と続くわけですが、その中でも多種なものになるべ

く県としては政策を振り向けることによって、個々

で循環できるような生産体制のあり方を模索してい

かないと。これが来たらぶっ潰れますというのはよ

く聞くのですが、その後がないのです。だから、ぜ

ひともそこはもっと見える形で投資のあり方も考え

ていただいて。もちろん莫大なおけをつくるにはあ

れだけのお金がかかりますが、それとまた、もう一

方で、総合的なもっと広がりのある農業政策を発信

していただけたらなと思います。そこの方向性に間

、 。違いがなければ コメントをいただいて終わります

農業分野の中には、土地利○山城毅農林水産部長

用型のサトウキビ、集約型の園芸品目、それから畜

産と幅広くありますので、委員おっしゃるように、

土づくりを含めてやるということは耕畜連携が重要

になってきます。バランスよく畜産振興、サトウキ

ビ、園芸品目、付加価値の高いものを総合的に伸ば

すことによって、そこからもっと付加価値をつけて

いけるものが生まれてくるものと思っていますの

で、それをしっかりやっていきたいと考えておりま

す。

玉城満委員。○上原章委員長

農林水産物流不利性解消事業の件で○玉城満委員

すが、50品目の中に畜産は入っていますか。

現在のところ入っていま○宜野座葵流通政策課長

せん。

外れた理由は何でしょう。○玉城満委員

補助事業を採択するとき○宜野座葵流通政策課長

にいろいろと品目について調整をしまして、その採

択時点での戦略的品目について補助対象にしようと

いうことです。その時点では50品目ありまして、そ

の１品目に牛肉が入っていまして、牛肉は他の補助

支援制度があったので、その分を除いたということ

です。

農林水産物流不利性解消事業という○玉城満委員

のは、もちろん輸送費を軽減させるという意味があ

るかもしれませんが、石油、燃油等の高騰で今船代

が、輸送費がすごく高くなっている。この補助が始

まった時点から、輸送費の経緯というのは沖縄県と

しては承知していますか。要するに、この事業が始

まってからの船賃の推移を承知していますか。

沖縄県外出荷にかかる船舶○山城毅農林水産部長

、 、輸送費についてですが 出荷団体に確認したところ

平成24年の那覇から東京で見たときに、平成24年１

、 、 、月から３月が 40フィートなのですが ６万6800円

平成25年１月から３月が７万2400円、平成25年４月

から６月が８万3600円と上昇しています。

これは燃油価格が上がれば別料金と○玉城満委員

して、燃油価格調整の料金があるではないですか。

あれで調整されているはずですよね。何でもともと

の船賃が上がるのか、これはどういう理由だと思い

ますか。

今の価格は、サーチャージ○山城毅農林水産部長

―燃料油価格変動調整金の入った価格でございまし

て、聞いたところ、コンテナ料金が基本になります

ので、それは変わっていないと。そのサーチャージ

分で変動していると聞いています。

なぜこういう質疑をするかといいま○玉城満委員

すと、これははっきりどうかはわかりませんが、50

品目に入っていない人たちが、沖縄県がしっかり補

助をしているということで、船会社が便乗値上げを

していないかという疑いがかけられている部分が若

干あるのです。要するに、50品目以外のところがも

ろに高騰にまいらされているという事実、そしてそ

ういう訴えをしてくる人がいるわけですよ。その辺

は感じていますか。

船舶輸送の上昇―先ほどの○山城毅農林水産部長

サーチャージ込みのものがあったのですが、燃料費

高騰による影響が大きいとは我々も考えておりまし

て、本事業の実施によって船舶輸送費が上昇したと

いう事実は確認できておりません。そういう意味で

は、船舶輸送費の上昇については、補助のあるなし

にかかわらず生産者の負担増加につながりますの

で、沖縄県としては輸送費の動向を注視していきた
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いと思っています。

僕は畜産も非常に大事だと思ってい○玉城満委員

ます。一応企画部では、離島の中ではユニバーサル

サービスを達成するために、人と人の輸送に関して

は、客船のリース代を沖縄振興一括交付金で補塡す

るとか、新造船に関しても沖縄振興一括交付金の中

で、人と人の移動はそれでできるという事業がある

のです。何事業か忘れたが。僕は企画部の交通の中

、 。でその話をしたら これは農林水産部だと言われて

例えば、今12億円かけて農林水産物流不利性解消事

業をやっているではないですか。例えば、新しい沖

縄県内のユニバーサルサービス、要するに鹿児島県

までの料金をかなり低額にするためにも、農林水産

部で企画して新造船をつくって、それを格安で委託

して、そういうものを解消する方法はできないもの

かと感じているのですが、その辺はいかがなもので

しょう。

この議論は事業を検討する○山城毅農林水産部長

ときにも一つの案として議論がございます。沖縄県

が貨物船を購入して物流を支援するということにつ

いては、運用あるいは採算性の中で問題があると考

えておりまして、これについては困難という考えで

あります。

実際、人と人の移動の、離島間のユ○玉城満委員

ニバーサルサービスはこれで達成できるわけです。

では、何で物の輸送に関してこれが無理なのではな

いかという判断になるのかが僕は理解できないので

すが、その辺はいかがなものですか。

我々は農林水産物流だけの○山城毅農林水産部長

想定なのですが、やはり物流を改善するためには農

林水産物だけではなくて、生活物資も含めて当然検

。 、討されるべき課題と思っています それからすると

我々農林水産物のほうからはどうなのかということ

であります。

だから、それを言ってほしかったと○玉城満委員

いうか、これは今、農林水産物は農林水産部、人は

企画部、そして県産品は商工労働部とか、こういう

みんな分かれているやつを何で一本化して―物流課

ではないが、不利性を解消するようなプロジェクト

チームが県の中にできるべきではないかと思うので

す。では、農林水産部だけでは少し厳しいです、人

と人はできる。実際人と人の中に一応物流もやられ

ているのですね、フェリーは。だから、フェリーは

対象なのに、物流に対しては対象ではないというの

も何かおかしい理論です。これは、商工労働部も、

企画部も、農林水産部も全部一緒になれば、不利性

を解消するため鹿児島県までの物流の船一つぐら

い、沖縄県でつくってやれば、かなりの解消ができ

。 。るのではないかと僕は思うのです どうでしょうか

委員おっしゃる提案という○山城毅農林水産部長

ことで、企画部あるいは商工労働部などの関係部局

にも投げかけて、これがどうなのかというところは

少し議論してもいいと考えております。

せっかく沖縄振興一括交付金でこれ○玉城満委員

ができるということになっているので、仕掛けよう

と思えばできるのです。ただ、今はまたいでしまっ

ているものだから、やはり物流に特化した部署をつ

くるべきではないですか。これはぜひ検討していた

だきたい。

もう一つ、沖縄県産農林水産物海外販路拡大支援

事業についてなのですが、これは主にどういうもの

を支援して海外に出しているのですか。

シンガポールへは、青果○宜野座葵流通政策課長

として、ベニイモ、ゴーヤー、トマト、ピーマン、

カボチャ、トウガンなど。香港では、水産物で、モ

ズク、ウミブドウ、メバチマグロ、ソデイカ、ミー

バイ、乾燥モズク、そして青果で、ベニイモ、ゴー

ヤー、カボチャ、トマトなどを出しています。

先ほども少し出ていましたが、黒砂○玉城満委員

糖があるではないですか。多分、比嘉農林水産部長

の時代に、僕はぜひゴールデン黒糖に挑戦したらど

うかと。要するに、僕らが台湾を視察しても、中国

を視察しても、沖縄産の黒糖はかなりレベルが高い

のです。レベルが高いということは、高い金を出し

てでも購入するぐらいの黒糖なので、例えばパッ

ケージなんかも少し工夫して、金の延べ棒みたいな

ものに黒糖を入れるとか、少しグレードをアップさ

せるような演出も僕は必要ではないかという気がし

ているのです。見て、これは沖縄県産だとわからな

いものを応援するのも確かにいいが、明らかにこれ

は沖縄県の一番の産物だと思わせるような、そうい

うブランド力をもう少し高める努力をやっていただ

きたいのです。それはもう今実際やられていると思

うのですが、極端に、抜本的に、海外に出すものは

どかんと演出してほしいと思うのです。その辺はい

かがなものですか。

確かに、黒糖につきまして○山城毅農林水産部長

は、香港に平成22年度から売り込みに我々が行った

ときに非常に向こうの評価が高くて、向こうのバイ

ヤーも沖縄県に来て工場も見ていただいて、ある程

度向こうに輸出した実績もあるのです。去年、こと

しは生産高が落ち込んだためにその量が若干減って
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はいるのですが、そういう意味で、台湾、香港では

黒糖が非常に評価されているということは自覚して

おります。原料用として送るのか、あるいは今言っ

ていた最終商品として送るのかでいろいろ違ってき

ますので。委員おっしゃるとおり、ブランド力を高

めるということは非常に重要な要素でございますの

で、それもまた研究しながらしっかり対応していき

たいと思います。

これは通告していないのですが、農○玉城満委員

林水産部の中で―ことしは長寿日本一奪回宣言をし

ているわけでありまして、沖縄県の農水産物で長寿

にかかわる何かの研究というものを今後やる予定は

ございますか。

沖縄県の作物の中で、一番○山城毅農林水産部長

注目されているのが島野菜かと。島野菜については

非常に機能性があって、成分が高いということが評

価されています。そういう意味では、沖縄県農業研

究センターで―島野菜も結構いろいろな種類があり

まして、それを各地域から導入して、その中から機

能性の高いものの選抜なり、栽培に向くものの選抜

なりという研究を今やり始めたところであります。

それができ次第、また現場におろして、長寿に、健

康にいいような農作物、島野菜を提供していきたい

と考えております。

だから、長寿を考えるのは福祉保健○玉城満委員

部だけではなくて、やはり各部署でそれを意識した

仕掛けというか、それを事業にしていくことが絶対

必要になってくると思います。ひとつぜひこれは、

薬草をつくるなり、頑張っていただきたいと思って

おります。

最後ですが、先ほど翁長委員もおっしゃっていま

した石垣牛の話なのですが、今まで石垣牛というこ

とで外に出してかなりの額で貿易をやっていた人

が、ＪＡの飼料を仕入れていないということで石垣

牛ではないと言われて、差しどめになって、今裁判

をしている最中のある畜産業者がいるわけです。そ

こに言わせれば、この飼料を買っていなければＪＡ

というマークを入れられませんよということが取り

決めだと言っているわけです。石垣牛ではないとい

うルールではないと、彼ははっきり言っているので

す。その辺のところを、もし承知している、もしく

は先ほどの続きになりますが、答えていただけます

か。

今のトラブルの話は私も初○山城毅農林水産部長

めて聞きました。事務方もまだ聞いていないという

ことですので、その状況を我々も調べさせていただ

いて、どういう状況か把握した上で検討していきた

いと思います。

これはぜひやってください。これは○玉城満委員

億単位で、この畜産業者に対しては大変多大な損害

を与える可能性もあるし、その辺ははっきり―周り

のそういう状況を県としてもしっかり承知していた

だいて、もしくは間に入るなりして処理をしていた

だきたいということです。これはやがて耳に入ると

思いますので、ひとつお願いします。

瑞慶覧功委員。○上原章委員長

まず、アーサ生産に関連してです○瑞慶覧功委員

が、平成25年度の県内生産状況についてお尋ねしま

す。

平成25年度のアーサの生産量○新里勝也水産課長

は、各産地の漁業協同組合から聞き取り調査した結

果、約99トンとなっておりまして、前年の平成24年

、 。度に比較して約14トン 17％の増となっております

北中城村に関連して、同じ質疑で○瑞慶覧功委員

す。

北中城村では、前期に比べ６○新里勝也水産課長

トン増の37トンとなっております。

これは私は２月議会でも質疑した○瑞慶覧功委員

のですが、過去見ていると、工事をストップしてい

る泡瀬埋立工事との関連ですが、ストップした平成

22年が55トン、平成23年は45トン、再開した平成24

年が31トンと20トン以上落ちているわけです。また

ことしは、少し―６トンはアップしたということで

すが、例年の平均からすればやはり落ちていると思

うのです。本会議で前に質疑したときに、この因果

関係についてどう思うかということに関して、農林

水産部と土木建築部も関連しますので質疑したので

すが、一緒になって検討したいという話だったので

す。その後、どういう状況ですか。

今の因果関係でございます○新里勝也水産課長

が、農林水産部としましては、ことしの７月に泡瀬

埋立工事の発注者であります沖縄総合事務局、沖縄

、 、 、県中部土木事務所 地元の漁業協同組合 北中城村

そして我々、沖縄県水産海洋技術センターの指導部

門も交えて、現状の確認と今後の対策を話し合う協

議会を持っております。そのときの結論としまして

は、発注者側は調査をずっと継続してやっているわ

けですが、工事現場周辺での調査では、シルト泥、

細かい泥とがアーサ漁場に拡散しているという調査

結果はなかったということが報告されております。

それを受けまして、漁業協同組合が採取したシルト

を沖縄総合事務局が分析してみるということ。そし
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てもう一つ、次の養殖シーズンに―そろそろ始まる

時期でございますが、現場確認することなどが確認

されております。今後、漁業協同組合が採取した細

かいシルトの検査結果を確認しながら、また関係者

みんなで現場へ入って、種つけ網の状況あるいは堆

積物の状況等を確認し、必要な時点でまた協議会で

確認して因果関係の解明に努めていこうということ

で今話し合いをしている状況でございます。

次に、７ページになるのですが、○瑞慶覧功委員

森林病害虫防除費についてですが、その事業の概要

と不用額の理由を教えてください。

森林病害虫防除費につき○謝名堂聡森林緑地課長

ましては、松くい虫を中心とした森林に関する病害

虫の防除費ということで事業を実施してございま

す。予算のほとんどが松くい虫の被害対策というこ

とでございます。

不用額の理由は。○瑞慶覧功委員

森林病害虫防除費の不用○謝名堂聡森林緑地課長

、 、額につきましては 病害虫防除対策を実施しまして

被害量が前年度の半分近くに減っているということ

、 。で 被害量の減に伴う不用ということでございます

ことしは例年になく目立つのです○瑞慶覧功委員

ね。私は北谷町ですが、北谷町の状況を聞くとそん

なに多くはないのですが、基地との境とか、そうい

う山では、昨年の４倍発生しているらしいのです。

ことしのそういう状況は把握していますか。

病害虫の発生につきまし○謝名堂聡森林緑地課長

、 。ては 気象条件等も大分影響すると伺っております

ことし、若干乾燥等もございましたので、まさに今

調査中ということでございます。病害虫は、御承知

のとおり、９月から大体病兆が出てきまして、被害

の判定をするのが９月以降となっていますので、今

。 、まさに調査中でございます 委員おっしゃるとおり

若干ふえているのではないかという話が出ていると

ころでございます。

では、これまでの松くい虫被害対○瑞慶覧功委員

策の概要について教えてください。

松くい虫の防除対策につ○謝名堂聡森林緑地課長

きましては、森林病害虫等防除法に基づいて、保安

林とかの機能の高い森林を保全松林ということで指

、 。 、定して 林野庁の予算で対応しています それから

保全松林以外のその他松林につきましては、森林事

業として予算が対応できないものですから、沖縄振

、 、興一括交付金等を活用して 幹線道路周辺ですとか

名木等の貴重な松林については対応しているという

状況でございます。

これまでの被害木の総量と総事業○瑞慶覧功委員

費について。

昭和48年以降、これまで○謝名堂聡森林緑地課長

40年間に約60万5000立方メートルを処理しておりま

、 。して その費用が約88億円ということでございます

ただ、ここ最近10年間の推移を見ますと、平成24年

度が4800立方メートルでございますが、10年前の平

成15年が４万4000立方メートルということでござい

ますので、おおむねこの10年間で10％程度に減少し

ているという状況でございます。

減少しているというよりは、もう○瑞慶覧功委員

大きい松がなくなっていると思うのですが。沖縄県

内、これは離島も含めて、被害分布の状況を教えて

ください。

平成24年度に限って申し○謝名堂聡森林緑地課長

上げますと、北部地域が約4700立方メートル、中南

部地域が100立方メートル、離島につきましては、

南大東島で二十数立方メートルということでござい

、 。ますので おおむね97％近くが北部で発生している

特に、その北部の中でも名護市が一番多くて、また

恩納村ですとか、そのあたりに集中して発生してい

るという状況でございます。

松くい虫の処理方針といったもの○瑞慶覧功委員

は大分変わってきたと思うのです。最初はゼロ作戦

とか目標が高かったと思うのですが、その途中で米

軍との共同の取り組みもあったかと思うのです。米

軍基地内の被害木の処理はどのようになっているの

でしょうか。

米軍基地の松くい虫の被○謝名堂聡森林緑地課長

害対策につきましては、北部訓練場を森林管理所で

対応しまして、北部訓練場以外は沖縄防衛局での対

応ということになっています。昭和55年以降の約30

年以上の処理が約10万6000立方メートルということ

で、予算にしておおむね30億円ぐらいが米軍の中で

処理されているということでございます。

沖縄防衛局がと言っていたのです○瑞慶覧功委員

、 、が 私もかつては少し関係したことがあるのですが

北谷町だったら空軍、陸軍、海兵隊、それぞれの部

署で対応が違ったのです。直接米軍との関係だった

のですが、これは沖縄防衛局でそういう統括をして

いるのですか。

窓口は沖縄防衛局になっ○謝名堂聡森林緑地課長

ておりまして、実際には委員おっしゃるように、そ

れぞれ空軍とか海兵隊も含めて、シュワブ、ハンセ

ン、嘉手納弾薬庫、それぞれ所管がありまして、そ

れぞれまた対応はしている。総括は沖縄防衛局で
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やっているということでございます。

例えばフェンス一つ隔てて―幾ら○瑞慶覧功委員

民間、地域で頑張っても、米軍基地内で処理されな

いという状況の中では、とめるということはとても

無理な話だとずっと思っていたのです。また、予算

がないとか、そういったことも大分あったのです。

前はゼロを目指してきたということだったと思うの

ですが、この方針は今どうなっていますか。

松くい虫ゼロ作戦につき○謝名堂聡森林緑地課長

ましては、５年間、集中的に松くい虫作戦を実施す

るということで、ちょうどさっき申しました平成15

年あたりを中心に実施したところで、その成果も出

まして、大分落ちついている状況でございます。た

だ、おっしゃるように、米軍も大分予算が厳しいと

いうことで、松くい虫に回す予算が非常に少ないと

伺っております。沖縄県では、今従前の保全松林、

、 、その他松林と合わせまして 新たな手法としまして

天敵昆虫を利用した松くい虫の防除、それから抵抗

性松の研究ということで、総合的な防除対策に取り

組みたいということで、まさに今その取り組みを推

し進めているところでございます。

やはり予防とか保護にも力を入れ○瑞慶覧功委員

たほうが現実的だと思います。山の中の被害木を切

り出して処理するというのは、これまででも、はっ

きり言って効果というのは疑われますので、もっと

予防、保護に力を入れていただきたいと思います。

午前中に話が出ていたのですが、今の予算執行の

悪い状況ですね。理由として、繰り越しが多いと。

緊急経済対策関連事業が118億円ですか、ほとんど

がハード事業だということで、技術屋のポストに事

務方が190人中30人という話もありました。予算は

あっても、現実的に執行できないというような状況

なわけです。これは、沖縄県のこれまでの合理化を

目的とした行革の弊害ではないかと思うのです。

もっと専門職とか技術職、そういうものを大事にし

ていかないと、このままでは職員が疲弊して、本当

に市町村や民間に流れていってしまうのではないか

と思います。それを助長するような組織ビジョンで

あってはならないと思うわけです。

午前中もありましたが、農林水産部の再編はどう

なるのかということと、農林水産部長がどう考える

のか、聞かせてください。

先ほども申し上げたのです○山城毅農林水産部長

が、現在沖縄県では、沖縄21世紀ビジョンで掲げる

将来像の実現に向けて、同基本計画に沿った組織の

あり方について検討を行っているところでございま

す。農林水産部としましては、沖縄21世紀農林水産

業振興計画の効率的、効果的な施策推進を図るため

に、平成26年度の組織体制について、関係部署等と

、 。調整を行い 検討を進めているところでございます

農林水産部の位置づけは非常に重要なところだと私

も認識しておりますので、そこは農業、林業、水産

業全て網羅して大事にしないといけない。そこの中

には、組織も大事ですし、人づくりも大事ですし、

それと専門的な分野でございますので、農業土木に

しても、林業にしても、農業にしても、専門的な分

野を育成する。そういう意味では、採用もなるべく

多く採ってくれるようにということも我々はまた要

望しながら、しっかりした農林水産部内の組織体制

をつくって、また頑張っていきたいと考えておりま

す。

ぜひ後退させないように頑張って○瑞慶覧功委員

いただきたいと思います。

玉城ノブ子委員。○上原章委員長

よろしくお願いします。○玉城ノブ子委員

最初に、糸満市の糸洲後原の冠水被害について質

疑したいと思います。皆さんももう御存じだと思う

のですが、糸満市の糸洲後原は、沖縄県農業研究セ

ンターの整備の後、農業研究センターの汚水の貯水

池から越流した水が周辺の修理工場、畜産農家、農

地に流れ込んで、大きな被害を出しているわけなの

です。これは沖縄県農業研究センターを建設した後

からそういう被害が非常に大きくなっているという

ことで、周辺の農家の皆さん、住民から、これでは

もう農業を続けていけないという悲鳴の声が上がっ

ているわけです。問題は、農業の振興のためにある

沖縄県農業研究センターのことで周辺の農家の皆さ

んが被害を受けているということについて、やはり

皆さん方はもっと深刻に、真剣に考えていただかな

いといけないと思うのです。まず最初に、これにつ

いて農林水産部長、どうですか。

５月の集中豪雨によりまし○山城毅農林水産部長

て、確かに沖縄県農業研究センターの周り、何カ所

かが冠水しておりまして、サトウキビ等も被害が若

干あるということは我々も承知をしております。そ

れについては、周りの対策をどのようにやっていく

か、応急対策、あるいは抜本的な対策をどうするか

というところが課題としてありますので、地元と

しっかり協議しながら今進めているところでござい

ます。

私は一般質問でもこの問題を取○玉城ノブ子委員

り上げました。そして一昨年は、具体的に被害者の
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農家の皆さん方から訴えがあって、沖縄県農業研究

センターに被害者の皆様に集まっていただいて、具

体的にこの事態をどうするかということで話し合い

もやりました。そして皆さんは、これに対しては緊

急対策をやりますということだったわけです。とこ

ろが、ことしの台風時にさらに深刻な被害が起きて

いるわけですよね。この間、皆さん方はどういう対

策をとってきたのですかと言わざるを得ないと私は

思っているのです。緊急対策をどのようにやられた

のですか。

平成23年12月に糸満市、あ○山城毅農林水産部長

るいは農家で構成する沖縄県農業研究センター冠水

対策協議会というものを設置してございまして、従

来はそこの中で話し合いをしていたのですが、もう

少し抜本的な応急措置をしないといけないというこ

とがありまして、その下に今回、沖縄県農業研究セ

ンター豪雨対策ワーキングチームを立ち上げまし

た。その中で、どういう対策があるかを議論しまし

て、今回、沖縄県農業研究センターの中に、もう少

しオーバーフローするのを抑えるために、一つの応

急対策として、敷地内にある沈砂池の堆積土砂を

しゅんせつするということと、沖縄県農業研究セン

ター内に大型土のうを設置しました。そこに２万

7600立米の新たな貯留容量を確保してございます。

それによって幾らかの緩和策になるということで、

応急対策としてはそれをやったところでございま

す。

具体的には、周辺の抜本的対策○玉城ノブ子委員

も私は進めていかなくてはならないと思うのです。

それについては、一昨年のこの集まりのときにも皆

さん方に話したのですが、被害者である周辺の皆さ

ん方も含めての対策協議会を立ち上げて、具体的に

どのような緊急対策と抜本対策をどのように進めて

いくのかということで、ぜひ進めてほしいというこ

とを言ったわけです。

それに対して、皆様、私の一般質問に対しても、

被害者の皆さんも含めての対策委員会を立ち上げて

検討を進めていくという答弁があったのですが、こ

れはどうなっていますか。

対策協議会については平成○山城毅農林水産部長

23年12月に立ち上げてございます。その中で、先ほ

どのワーキングチームは技術的なところを検討しま

して、対策協議会の中で糸満市も含めて、今回、抜

本的対策については外側の排水をきちんとしないと

いけないわけですから、それについてはそのような

断面を確保するという意味で、排水路の整備が有効

であるということが結論として出ています。早期に

必要な対策が図られるように、事業としては農業基

盤整備促進事業がございますので、それを平成26年

度の新規着工に向けて糸満市と今調整を進めており

ます。手続については、市で地元農家とも連携しな

がら申請していただくということで今詰めています

ので、しっかり対応していきたいと思います。

沖縄県農業研究センターの責任○玉城ノブ子委員

は大きいわけですよ。施設をつくったはいいのです

が、この水の処理がしっかりとできていなくて周辺

、 、に被害を与えているわけですから これについては

早急に対策を進めていただきたいということを要望

申し上げておきたいと思います。

次に、干ばつ被害対策の問題ですが、今回の干ば

つ被害で、具体的にサトウキビ、農作物はどれぐら

いの被害が出ているのでしょうか。被害額はどれぐ

らいでしょうか。

今般の干ばつに係る被○竹ノ内昭一糖業農産課長

害につきまして、製糖企業、それから沖縄県農業研

究センターの気象感応試験のデータ等を分析いたし

、 、まして あくまでも推計という形ではございますが

平年に比較しておおむね１割弱程度の被害になると

考えております。

今度の干ばつ被害が発生したと○玉城ノブ子委員

き、皆さん方、この干ばつ対策として具体的にはど

ういうことをなさっていたのですか。

まず、干ばつ対策について○山城毅農林水産部長

は、沖縄県では、知事、副知事を含めた全体の危機

管理対策本部を立ち上げてございます。その下の農

林水産部内には、沖縄県干ばつ被害防止対策会議を

まず立ち上げまして、そこから地区ごとの―普及部

、 、門がありますので その地区ごとに関連する市町村

ＪＡなどで構成する干ばつ対策緊急連絡会議を設置

しました。各市町村においても干ばつ対策会議を設

置したと。組織体制的にはそういうものをつくりま

して、今回、課題となっていたかん水施設、資材と

かいうものが、水がないところは早急にタンクで運

んでかん水しないといけないわけですから、そう

いったところの支援。基金を活用しながら、タンク

の購入費とか、かん水するためにはチームを組んで

委託しないといけないということもありましたの

で、その委託料の支援とか、そういったものを支援

しながらやってきたところでございます。

具体的には、異常気象が続いて○玉城ノブ子委員

いて、今後も干ばつが起きるということが考えられ

るので、これに対する対策を恒常的に進めていくと
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いうことが非常に大事なのではないかと思っている

のです。特に、かんがい施設の整備については、も

う少し早いテンポで進められないのかどうかと考え

ているのですが、このかんがい施設の整備状況はど

のようになっていますか。

現在は、平成24年度の圏域○山城毅農林水産部長

、 、別の水源整備率を見た場合に 沖縄本島地域で43％

本島の周辺離島地域で49％、先島地域で72％となっ

。 、 、ております もう一方 かんがい施設の整備ですが

沖縄本島で30％、周辺離島地域で37％、先島が57％

という整備率になってございます。

皆さん、決算資料の中でかんが○玉城ノブ子委員

い施設整備事業費の繰り越しが多いというのがあり

ますよね。かんがい施設整備が非常にテンポよく、

早急に整備されなくてはいけないという状況の中

で、そういう繰り越しが出てくるということについ

ては、私は理解に苦しむのです。もっとテンポを早

くかんがい施設整備を進めていくという体制、これ

はどこに問題、課題がありますか。どうしてこのよ

うな多額の繰り越しが出てくるのか。

先ほどからお話があります○山城毅農林水産部長

ように、繰り越しについては、２月の補正の繰り越

しが大きな要因になっております。あとはかんがい

施設を優先的に整備するために、全体の予算の中の

７割近くはかんがい施設に振り向けてやっていま

す。それが早期に執行できるような体制を一生懸命

頑張っていきたいと思っております。

では、ぜひ早急にそういう対策○玉城ノブ子委員

を進めていただきたいと思います。

これに関連してもう一つは、糸満市兼城地区はか

んがい施設がないために、向こうの農家の皆さん方

が大変苦労しているわけです。前に、私はその件を

一般質問で取り上げたときに、新しいモデル事業を

向こうでやるということを聞いたのです。向こうの

かんがい排水の施設整備の件、水不足で苦しんでい

る農家の皆さん方に水を供給するためにどうするか

ということについて、具体的にどのような対策を講

じておられますか。

兼城地区に関しては、○新城治村づくり計画課長

以前、国営の島尻地区ということで、国営のほうで

調査を進めたところです。どうしても事業化には難

しい点があって―下水処理場を使う計画だったので

すが、コストの面が高くかかるということで、これ

が難しいということで断念されたということです。

それを受けて今、県では、再度、下水処理場も含め

て、また中央集水型も含めて、本年度から検討を進

めているところです。その結果を踏まえて、今後事

、 。業化が可能か 見きわめていきたいと思っています

私がもう一度これを聞いている○玉城ノブ子委員

のは、これと同時に、地下ダムが近くまで来ていま

すよね。だから、そのことも含めて検討を。要する

に、向こうは、もう一日も早く水不足を解消してほ

しいという農家の皆さん方の悲痛な訴えがあるわけ

です。ですから、このことも含めて検討課題に挙げ

て、検討する必要はないのかどうかと思って聞いて

いるわけです。

今、話のありました国○新城治村づくり計画課長

営の南部の地下ダムに関しては、受益者が固まって

いるところです。十分まだ水が使われていないとこ

ろに関しても、今後できるだけ水を使うように、沖

縄県としても推進していきたいと思います。その水

をまた、地区外に使ってもらうことに関しては、ま

ずこの地区で、新たな下水道の水とか中央の水を

使って水源開発ができないか。どうしても足らない

場合は、再度、国営の本島南部の見直しも含めて、

次の段階で検討すべきではないかと思っています。

いずれにしても、とにかく向こ○玉城ノブ子委員

うの水不足を早く解消するためのあらゆる対策を講

じていただきたいということを要望しておきます。

今度の干ばつ被害対策は、やはり恒常的に対策を講

じていくことが大変大事だと思うのです。そのため

に、県、市町村、農家の皆さん含めての干ばつ対策

協議会を立ち上げて、恒常的にそういう状況になっ

たらすぐ対応できるような体制を進めていくという

、 。ことが大事ではないかと思いますが どうでしょう

ことしも協議会を立ち上げ○山城毅農林水産部長

て対応しているところですが、地域によっては非常

にいい取り組み、例えば、宮古地区の協議会あたり

は非常にいい取り組みをしているという事例もござ

います。そういう事例も踏まえて、いいところはま

たほかの地域にも還元しながら、より体制を強化し

ていきたいと考えております。

ぜひそのようにやっていただき○玉城ノブ子委員

たいと思います。

あと１点、島野菜の生産拡大について。先ほど少

し出ていたのですが、糸満市が今、島野菜委員会を

設置して、生産拡大を図っていくということになっ

ております。やはり沖縄県の島野菜は、薬草と言わ

れるほどに健康によい食材として、長寿県沖縄を支

えてきた食材だと私は思うのです。長寿県沖縄を復

活させるという意味からすると、私たちはこの食材

を重視して、生産拡大を図っていくということが非
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常に重要ではないかと思うのですが、伝統的な農産

物として沖縄県で指定している島野菜は何品目あり

ますか。

沖縄県では伝統的農産物と○山城毅農林水産部長

いう位置づけとして、戦前から食されている、ある

いは郷土料理として利用されている、あるいは沖縄

の気候風土に適合しているという定義のもとで選抜

しまして、現在、ウンチェーとかシカクマメ、シマ

ニンジン、シマナー、カンダバー等、28品目となっ

ております。

生産拡大を図っていくための沖○玉城ノブ子委員

縄県の具体的な計画、対策、そして、これを推進す

るための支援策はあるのかどうか。

島野菜は多岐にわたってい○山城毅農林水産部長

ますので、普通のゴーヤーとかメジャーな作物に比

べて、どちらかというと地域で点在しているという

現状がございます。それらについては栽培指針も含

めて今我々は検討していまして、まずは品目の栽培

指針をしっかり押さえて、それを農家に普及しなが

ら産地をつくっていくということで、技術の向上を

狙うという意味では、展示場を設置したりしてやっ

ています。平成24年から島野菜がんじゅうプロジェ

クト事業というものを立ち上げて、それを活用しな

がらやっているということで、糸満市の今回のプロ

ジェクト―島野菜の協議会も、この事業を活用しな

がら一緒に連携してやっていこうとしております。

これは全県で生産普及拡大を進○玉城ノブ子委員

めていただきたいと思うのです。島野菜は長寿県沖

縄の復活の上でも非常に重要だということを言いま

、 、したが 薬草としても非常に体にいいということで

非常に評価されているものですよね。そういう意味

では、さらに生産を拡大して、これに付加価値をつ

けていく。そうすれば、健康飲料としても引き合い

が非常にあるということを私は聞いているので、そ

ういう意味では６次産業化にも結びつけていく。こ

れによって生産拡大と６次産業化を進めていただき

たい、ぜひ積極的に推進拡大を図っていただきたい

と思っているのですが、これについてどうでしょう

か。

例えば一つの事例なのです○山城毅農林水産部長

が、西原町で遊休地を活用した協議会の中で、遊休

地を対象として、そこでシマナーを普及しようとい

うプロジェクトを今進めております。シマナーは非

常にグリーンのきれいな色が出るものですから、そ

れを加工して粉末にして、てんぷらにしたり、麺に

入れたりということで、６次産業化的な体制でつ

くって、それを売り出していく取り組みをしていま

す。そういったものをどんどん、それぞれの島野菜

に応じたやり方というものを今後検討していきたい

と思います。

、 、 、○玉城ノブ子委員 具体的に 名護市が生産 加工

流通の一貫体制で、アグリパーク事業というのです

か、あれを推進しているということを聞いて、これ

は非常にいい取り組みだと思っているのです。こう

いう取り組みをぜひ全県でやっていただきたいと思

うのです。生産、付加価値をつけて流通まで一貫体

制でやっていく事業を全県で進めていくことが非常

に重要ではないかと思うのですが、どうですか。

委員おっしゃるように、島○山城毅農林水産部長

野菜は６次産業化に非常に向いていると思いますの

で、そういう意味では、あらゆる事業を活用しなが

ら、各地域に、また、市町村にも勧めながら、連携

して一緒に拡大していきたいと思います。

最後にＴＰＰの問題です。ＴＰ○玉城ノブ子委員

Ｐの５品目、守るべきものは守ると自民党も公約を

してきたわけですが、今度のインドネシアのバリ島

で終わってから、西川ＴＰＰ対策委員長が、この５

品目についても抜けるか、抜けないか、検討はさせ

てもらわなければならない。要するに、関税撤廃に

踏み込むこともあり得るという発言をしているので

すね。これはもう重大な事態だと私は思っているの

ですが、これについて皆さん方、危機感を持ってこ

の問題に対応していかなくてはいけないと思うので

す。もし踏み込むということであれば、ＴＰＰへの

参加を撤退せよという強い姿勢で臨んでいかない

と、沖縄県のサトウキビ初め農産物が全て壊滅的な

状況になっていくわけですから、これについて皆さ

ん決意を。

今の状況ですが、国―政府○山城毅農林水産部長

・与党では、重要５品目―586品目あるのですが、

そこを精査しながら今後対応していくという報道も

あります。我々もそれについては非常に危機意識を

持っておりまして、沖縄県の農産物、特にサトウキ

ビ、肉用牛あたりがそういうものの対象にならない

ように、関税維持を絶対守っていくという姿勢で今

後また取り組んでいきたいと。適正な時期に、また

検討していきたいと考えております。

儀間光秀委員。○上原章委員長

鶏卵需給調整施設整備事業につい○儀間光秀委員

てお尋ねしたいのですが、事業予算と事業内容をお

聞かせください。

鶏卵需給調整施設整備事業○安里左知子畜産課長
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は平成24年度の事業で、平成25年度に繰り越してお

ります。事業費、当初予算額は8179万1000円で、事

業内容としましては貯卵冷蔵施設の整備でございま

す。

今現在の運営状況というのです○儀間光秀委員

か、それを整備することによってどういう効果が出

るのか、お聞かせいただけますか。

本事業の目的は、余剰卵―○安里左知子畜産課長

余っている卵を市場から一時的に隔離して、沖縄県

内鶏卵相場の低下を抑制し、生産者の収入を確保す

ることで、養鶏業の経営安定を図ることとしており

ます。７月31日に完成しまして、10月から運用を開

始しております。

これは、要するに、余剰卵の備蓄○儀間光秀委員

をして、市場の値段のコントロールという認識でよ

ろしいのですね。

そのとおりです。○安里左知子畜産課長

この卵なのですが、沖縄県内で年○儀間光秀委員

間、どのぐらい生産されているのか。

平成24年度の生産量が約２○安里左知子畜産課長

万4000トンとなっております。

消費量。○儀間光秀委員

沖縄県内の消費量は２万○安里左知子畜産課長

7800トンとなっております。

消費量は約２万7000トンでいく○儀間光秀委員

と、生産量を上回っているのですが、そういう余剰

卵を備蓄するということは、平成24年度だけを見れ

ば逆に足りないのです。例えば平成24年度をとりま

すと、沖縄県外から卵も入ってきているかと思うの

です。沖縄県外の卵は大体年間平均でどのぐらい

入ってきていますか。

沖縄県外からの移入量につ○安里左知子畜産課長

きましては、平成24年度の集計がまだ手元にありま

せん。平成23年度が3400トンぐらいになっておりま

す。

平成24年度の生産量、消費量、ま○儀間光秀委員

た、沖縄県外からのものはまだ出ていないというこ

とで、平成23年度で3400トンですか。そういうこと

を見ていくと、果たして余剰卵の施設というものが

必要だったのかという疑問を禁じ得ないのです。そ

の辺については。

年間のトータルで見ます○安里左知子畜産課長

と、必要ないと考えられます。ただ、卵の需要の高

い月と、そうでないときが、やはり需要と供給のバ

ランスがどうしても崩れる時期があります。特に12

月であれば、クリスマスケーキなどで非常に需要が

高くなって卵が足りないという状況が発生します

が、ほかの月で卵が余って安値で沖縄県外に移出す

るという状況があります。それを抑制するために、

沖縄県外に安く出て、価格を下げしまうことを防ぐ

ために、この貯卵施設を整備することにしました。

ということは、生産者農家にとっ○儀間光秀委員

てもこの施設は大いにいい、10月からの供用開始と

いうことでしたので、今後生産者の士気というので

すか、生産意識というのですか、それは向上すると

いう認識でよろしいですね。

そのようになっていくと○安里左知子畜産課長

思っております。

次の質疑、通告はしていないです○儀間光秀委員

が、平成24年度主要施策の成果に関する報告書に目

を通してなのですが、耕作放棄地対策事業は何年度

から始まって、また、当初この耕作放棄地はどのぐ

らいあったのか、教えていただけますか。

耕作放棄地対策事業で○新城治村づくり計画課長

すが 平成21年度から始めて 平成28年度までに350、 、

ヘクタールを目標に対策を進めているところです。

事業スタート当初、どのぐらいの○儀間光秀委員

耕作放棄地があったか。

平成24年度時点で耕作○新城治村づくり計画課長

放棄地が2696ヘクタールあります。平成24年度まで

に約218ヘクタールの対策を行っております。

事業は平成21年度からスタートし○儀間光秀委員

ていますよね。

平成21年度時点の耕作○新城治村づくり計画課長

放棄地面積は2693ヘクタールとなっております。平

成24年度時点では2696ヘクタールとなっておりま

す。

この事業は、国の創設した耕作放○儀間光秀委員

棄地再生利用緊急対策交付金というものを活用しな

がら行っていると思うのですが、これが平成25年度

まで取り組むということになっていると思うので

す。先ほどの答弁によると、平成28年度までの事業

計画を沖縄県は立てているということですね。平成

25年度で国の交付金は打ち切るような話と理解する

のですが、平成25年度以降、平成26年度からは、こ

の交付金にかわる予算の手当てというものは予定が

あるのですか。計画が。

この耕作放棄地対策○新城治村づくり計画課長

は、平成21年度から基金を約11億円―使い切りの基

金ですが、積んで進めてきております。これまでに

約８億円使って、今３億円程度残っています。国か

らの情報では今、農地中間管理機構とか、いろいろ
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と国の農地制度が変わることを聞いているのです

が、その中においても耕作放棄地対策は継続して行

うことと聞いています。事業制度は変わるかもしれ

ませんが、耕作放棄地対策はこれまでどおり国の重

点施策として残っていくと思います。

平成21年度から平成24年度まで○儀間光秀委員

やって、あと残りどのぐらいの土地が残っています

か。

平成28年度までに350○新城治村づくり計画課長

ヘクタールを目標にして、平成24年度までに218ヘ

クタールを完了しています。その差し引きが残って

いる面積となります。

では、平成28年度で耕作放棄地は○儀間光秀委員

なくなるという認識でよろしいのですか。

今、村づくり計画課長がお○仲村剛農政経済課長

話ししましたのは、現在緊急対策で行っている耕作

放棄地は、既に土地改良事業を実施した箇所の対策

を優先して行っているものです。それ以外の土地改

良事業が未整備の地域の耕作放棄地につきまして

は、現在国で検討が進められております農地中間管

理機構の中で判定をいたしまして、農地に戻すとい

う農地については中間管理機構の中で対応できるよ

うな制度です。既に灌木等、かなり樹木が入ってい

て畑に戻すのが経済的ではないという判断をされた

ものについては、農地への復元を行わないという整

理のもと、現在制度が検討されているところでござ

います。

今、委員が聞かれている○大城健農業振興統括監

のは、先ほどの村づくり計画課の事業をやれば耕作

放棄地がなくなるのかという質疑だと思うのです

が、耕作放棄地は2000ヘクタール後半台でずっと今

続いているわけなのです。解消しても新たに発生し

てきますので、完全になくなるということはなかな

か難しい話でございます ですから しばらくは2000。 、

ヘクタール台で、2000ヘクタール台の前半ぐらいま

で落ちるかもしれませんが、なくなるということは

今のところ困難と思っております。

僕も西原町の耕作放棄地を圃場整○儀間光秀委員

備して、実際、先ほど農林水産部長が答弁された島

野菜をつくっている現場も見てきて、それからでき

るてんぷらも、ジュースも飲んだり、食べたりもし

てきました。かなりいい事業だということで、今後

とも推進していってほしいのです。一方で、また事

業の中で、農でグッジョブ推進事業というのがござ

いますね。その事業で新規就農者がこの事業を活用

して農業を始めるというときに、この耕作放棄地を

利用させていくということで、それとリンクする部

分があるかと私は思っているのですが、沖縄県の認

識はいかがですか。

委員おっしゃるとおり、耕○山城毅農林水産部長

作放棄地対策事業で平成24年度までに218ヘクター

ル改善してきているわけなのですが、その中の例え

ば平成25年３月時点で見た場合に、新規就農者が84

名、規模拡大農家が291名、法人が21法人、法人に

雇用される人が59人というふうにして、新規就農が

84名とかなり還元されている、そこに行っていると

いうこともございます。沖縄県としては、今後とも

、 、そういう再生に向けては 新規就農にも振り向けて

これを活用していきたいと考えております。

、○儀間光秀委員 平成24年度で新規就農者が390名

平成23年度で257名となっているのですが、この数

字から見ると、やはりこの事業に取り組んで就農者

がふえてきている中で、農業はしたいが土地がない

とか、地域によっても耕作放棄地の多いところと少

ないところがあるとは思うのですが、ぜひこれを

しっかりリンクさせて。新規就農者がせっかく農業

をやりたいというが土地がないという形にならない

、 、ように 今言う耕作放棄地もどんどん沖縄県からも

農でグッジョブ推進事業と絡めて推進していってほ

しいと思います。いかがですか。

農でグッジョブ推進事業の○山城毅農林水産部長

中で、農でグッジョブ推進会議というのを立ち上げ

てございます。それは県とか関係機関、関係団体が

一緒になって、それぞれが持っている事業を活用し

ながら、いかに担い手、新規就農者を育成するかと

いうところで連携しようということで会議を持って

います。そういう意味では、沖縄県新規就農一貫支

援事業なり、青年就農給付金もあるわけですが、あ

わせて、耕作放棄地を改善して、それから新規就農

が入りやすいということが一番いいので、そういう

事業と連携しながら、リンクさせながらしっかりと

対応していきたいと考えております。

ぜひ両事業をリンクさせて、また○儀間光秀委員

未来が明るいような農業の基盤整備をしっかりつ

くっていただきますよう希望して、終わります。

以上で、農林水産部長及び労働委○上原章委員長

員会事務局長に対する質疑を終結いたします。

説明員の皆さん、大変御苦労さまでした。

次回は、明 10月17日 木曜日 午前10時から委

員会を開きます。

本日の委員会はこれをもって散会いたします。

午後３時３分散会
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